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要旨 

 

作物生産性は気候変動の影響を大きく受ける分野のひとつであり、近年世界や日本を対象とし

た作物生産性予測が行われている。気候変動に関する政府間パネル第４次評価報告書（IPCC 

AR4）では、気温上昇による全球での作物生産性について、中・高緯度では1～3°Cの気温上昇で

生産性が向上する一方、低緯度では 1～2°C の気温上昇でも生産性が減少し、上記以上の気温

上昇では全地域で生産性が減少すると予測している（Easterling et al., 2007）。日本を対象とした予

測として、横沢ほか（2009）は広域コメ収量予測機構モデルPRYSBIを用いて全国4地域の気温上

昇度に対するコメ収量変化を評価し、北海道・東北地域は気温上昇に伴いコメ収量は増加するが、

それ以外の地域は減少することを示した。 

このような先行研究によれば、北海道では温暖化によりコメの増収が見込まれる。しかし、収量変

動に大きく影響する冷害については、温暖化により軽減するという予測（横沢ほか, 2009など）があ

る一方で、リスクが軽減しないという指摘（Shimono, 2011）がなされている。Shimono（2011）は現在

気候において北日本のイネの出穂が早期化しており、冷害に影響する生育ステージである穂ばら

み期の低温影響による収量ロスが増大していることを示した。そして、温暖化でイネの生育が早期

化し、冷害に影響する生育ステージの暦日が前進することで、障害型の冷害リスクが増大する可能

性があると指摘した。寒冷地である北海道では冷害が深刻であるため、気候変動下の収量予測に

おいて冷害を考慮することは重要である。また、北海道では冷害による減収の地域差が大きいた

め、北海道内の収量変動や冷害の地域差を考慮した地域詳細な予測が求められる。しかし、世界

の作物生産性評価に用いられるような汎用的なモデルでは、冷害の考慮は必ずしも十分ではない。

本研究では、寒冷地である北海道に世界の作物生産性評価に用いられる GAEZ（Global 

Agro-Ecological Zones）モデル（Fischer et al., 2002a；Masutomi et al., 2009）を適用し、収量変動評

価への適用可能性を評価した。また、より精緻に不稔率を推定するモデルを用いて、温暖化を想

定した気温上昇に伴う北海道のイネの冷害による不稔の変化について考察した。 

前半では、GAEZ モデルを北海道へ適用できるように改良し、コメの観測収量変動の再現性を

評価した。GAEZ モデルでは気温条件などによる適性判定が行われ、適性と判定されたときに収

量計算が行われる。改良前のモデルでは、北海道のほぼ全域で GAEZ モデルの低温に関する条

件を満たさず、収量計算を行うことができなかった。このことから、耐冷性の強化によってコメ栽培が
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可能となった北海道には GAEZ モデルをそのまま適用できないことが分かった。そこで、（1）気温

条件の変更、（2）バイオマス計算論理の変更、（3）出穂日推定論理の追加、（4）障害型冷害（低温

により受精が阻害され不稔籾が発生し減収する冷害）推定論理の追加の４段階でモデルの改良を

実施した。（1）で適性判定条件を撤廃することで、北海道でも収量を計算することが可能となった

が、観測の収量変動をほとんど再現しなかった。（1）に加え（2）、（3）、（4）を組み合わせることで再

現性は大幅に向上した。まず（1）、（2）に加え（3）で簡易有効積算気温（日最高最低平均気温から

イネの生育に有効な温度のみ使用した積算値）から出穂日を推定し、出穂遅延によるイネの成熟

不良を考慮すると、観測収量変動の再現性は向上したが冷害時の大幅な収量減少は再現しなか

った。さらに、（4）で出穂日を基準に推定した低温に脆弱な期間の気温条件により障害型冷害の

影響を算出し反映すると、冷害時の収量減少を含む観測収量変動を再現した。このことから、改良

によりGAEZモデルを北海道に適用することができ、北海道の観測収量変動の再現には障害型冷

害の考慮が重要であることが分かった。また、障害型冷害の考慮により北海道内の収量変動の地

域差を非常に良く再現できるようになったことから、北海道内の収量変動の地域差をもたらす要因

として障害型冷害が関係することが示唆された。 

後半では、気温の経年変動に着目し、気温上昇に伴うイネの障害型冷害による不稔の幅の変

化を評価した。現在気候（1986年～2005年）の気温を一様に 1°Cから 5°Cまで１°C刻みで上昇さ

せ、田中ほか（1997）の不稔率推定モデルにより北海道のローカルな品種である「きらら 397」の不

稔率を計算した。まず個々の年や移植日において気温上昇ケースの不稔率を考察すると、いくつ

かのケースではイネの不稔が現在と同程度となるか、現在より悪化した。本研究ではこれを「促進さ

れた冷害（Accelerated cool summer damage；ACSD）」と呼ぶこととした。気温上昇ケースではイネ

の生育が加速し、低温に脆弱な期間が前進する。前進した脆弱な期間の気温が現在の脆弱な期

間の気温以下となる場合、ACSD が発生する。次に不稔の幅を評価するため、現在の北海道の標

準的な移植日（5月 26日）に移植した場合の 20年間の不稔率を評価すると、概して長期平均の不

稔率は気温上昇とともに減少した。一方で、道内のいくつかの地点では、気温上昇ケースの不稔

率の 75パーセンタイル値や最大値といった不稔の極大値が現在以上となる場合があることが分か

った。さらに、北海道の標準的な移植期間（5月 20日～5月 31日）の各日に移植した場合を考察

すると、1°C 上昇ケースでは、十勝地方やオホーツク海側で最大不稔率が現在以上となる可能性

が高く、主要稲作地域を含む北海道中央部でも 75 パーセンタイル値が現在以上となる可能性が
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あることが分かった。すなわち、長期平均では不稔が軽減しても、ACSD の寄与により不稔の極大

値が増大し、発生しうる不稔の幅は拡大する可能性があることが分かった。この要因を低温に脆弱

な期間の気温上昇度と期間の気温の経年変動幅の関係から考察した。低温に脆弱な期間のうち、

北海道の不稔発生に最も影響する穂ばらみ期に着目すると、穂ばらみ期の気温上昇度が気温の

経年変動幅を超えないため、北海道の多くの地域で冷害を引き起こすような不稔が将来も残る可

能性があることが示唆された。さらに、穂ばらみ期の気温の経年変動幅が現在より拡大すると、最

大不稔の程度が増大する可能性がある。すなわち、たとえ気温上昇により長期平均の不稔が軽減

しても、気温の経年変動により発生しうる不稔の程度が増大する可能性があることが示唆された。 

以上の結果は北海道における気候変動下のコメ収量変動予測に応用することができ、栽培地

域の選定や適応策評価に資する情報の提供が期待できる。 
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第 1章 

 

はじめに 

 

1.1 モデルによる作物収量予測と北海道 

作物生産は気候変動の影響を大きく受ける分野のひとつであり、世界的に温暖化による作物生

産の低下が懸念されている。このような背景から、近年世界や日本を対象に様々な作物モデルに

よる収量予測が行われている。日本を対象とした収量予測の一部を表 1.1 に示す。清野（1995）は

1991～1993 年にかけて実施されたアメリカ環境保護庁によるプロジェクト「気候変化による作物生

産への影響評価プロジェクト」の一環として、作物モデル CERES を用いて温暖化後の日本の水稲、

コムギ、トウモロコシの収量の評価を行った。日本の主食であるコメについては、Horie et al.（1995）

の SIMRIW モデルや、それをベースとする広域コメ収量予測機構モデル PRYSBI（Iizumi et al., 

2009；横沢ほか, 2009）により詳細な気候変動影響予測が行われている。Iizumi et al.（2007）は全

球気候モデル（GCM）による気候予測情報の各月平均値の 10 年平均値について現在（1991–

2000年）と将来（2071–2080年）の差分を求め、現在気候の冷夏年（1993年）と暑夏年（1994年）に

加算し、領域気候モデル（RCM）で力学的にダウンスケールすることで、冷夏年・暑夏年が温暖化

したときのコメの収量変化や不稔率の変化を評価した。横沢ほか（2009）は複数の温室効果ガス

（GHG）排出シナリオ（Nakicenovic et al., 2000）での複数のGCMによる気候変化シナリオ（計 17シ

ナリオ）に基づき、PRYSBIを用いて日本のコメ収量変化予測を行った。 

横沢ほか（2009）は以下を指摘している：「一般の作物生育・収量予測モデルは圃場スケールの

現象を対象とした研究に用いられ、モデルのパラメータは品種単位、地域単位で決定されている。

そのため、モデルの駆動には品種、栽培管理などの詳細な情報が必要であり、日本全国を広域的

に評価するには適していない」。このため、横沢ほか（2009）によるPRYSBIでは、各県の 13のモデ

ルパラメータを過去の品種特性、収量変化に基づき統計的に推定し決定している。しかし、

PRYSBI は県単位のコメ収量予測を目的としており、県内の地域差については考慮していない。ま

た、PRYSBI はパラメータ推定を統計的に行っているため、過去のコメ収量変動を非常に良く再現

するが、新規の品種を導入した場合などは収量変動の統計情報を一定期間蓄積し、その上で各
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パラメータの推定を行う必要があると考えられる。近年、特に高温による不稔や品質低下の影響が

現れている九州（Okada et al., 2011など）や、冷害による減収が大きい一方で温暖化により増収が

期待される北海道では、気候変動に適応した新規の品種の開発が進められている。一般に統計モ

デルでは、新規に開発された品種についてその都度収量の統計情報を蓄積し、多くのパラメータ

の調整を行うことは容易ではないだろう。現行品種の将来の収量予測だけではなく、将来の気候

変動に適応した新規の品種の収量予測を行うためには、より少ないパラメータ設定で評価を行うこ

とができる汎用的なモデルが別途必要となる。 

清野（1995）や Iizumi et al.（2007）、横沢ほか（2009）によれば、北日本では温暖化により作物収

量の増加が見込まれる。北日本のうち北海道について、道内の複数地域の作物収量予測を行っ

た研究として中辻ほか（2011）および丹野（2012）がある。丹野（2012）は 2030 年代のコメの収量変

化予測のほか、移植日や出穂期（1.2 節；イネの生育ステージのひとつ）の変化予測、食味関連形

質（アミロース含有率およびタンパク質含有率）の変化予測、冷害発生リスク等を評価した。丹野

（2012）による収量予測は、村田（1964）に基づき求めた過去（1994～2008 年）の平均収量と出穂

前 10 日以降 40 日間の平均気温および日射量の関係式、および内島（1983）に基づき林ほか

（2001）により作成された気候登熟量示数（出穂後 40日間の積算日射量および平均気温から決定

される潜在的な収量で、関係式は試験データをもとに導出された）の式を用いて行われており、い

ずれも統計的な手法に基づいている。Nemoto et al.（2012）は北海道の主要稲作地域である岩見

沢で、現行の北海道品種である「きらら 397」、および東北品種の「あきたこまち」と「ひとめぼれ」、

北陸以南で広く栽培されている「こしひかり」を栽培した場合の将来の冷害リスクと高温リスク、収量

について評価したが、収量予測は同じく林ほか（2001）による統計的関係式に基づく。このように、

北海道内の各地域に着目したコメ収量予測は気温や日射量という比較的少ない説明変数による

統計的な関係式に基づいて行われており、より多くの気象要素を考慮する作物モデル（プロセスモ

デル）による予測は行われていない。世界や日本を対象としたコメ収量予測に用いられる作物モデ

ルを北海道内の各地域に適用すること、そしてそれをより汎用的なパラメータ設定で実現すること

は、北海道の気候変動下のコメ収量予測にとって有益である。 

寒冷地である北海道では、冷害が深刻である。北海道は日本の主要な農業地域のひとつ（平成

24年度収穫量は、水稲全国第 2位、小麦第 1位、大豆第 1位である）であるが、冷害が発生する

と収量が大きく落ち込み、食料の安定供給が難しくなる。このため、気候変動下の収量予測におい
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て冷害を考慮することは重要である。しかし、全球を対象に用いられるような作物モデルでは冷害

の考慮は必ずしも十分ではない。北海道では図 1.1 のように、イネの冷害の程度の地域差が大き

いことも特徴であり、作物モデルによる収量予測を行う際は、冷害の地域差を評価することが求め

られる。また、表1.1に示す先行研究によれば、北海道のイネの冷害は温暖化により軽減するという

見方（横沢ほか, 2009など）が多いが、特に最近は、丹野（2012）のように冷害発生リスクが残るとい

う指摘がなされている。さらに、Shimono（2011）は以下のように障害型の冷害リスクが増大する可能

性があると指摘した。彼は現在気候において北日本のイネの出穂が早期化しており、冷害に影響

する生育ステージである穂ばらみ期の低温影響による収量ロスが増大していることを示した。そし

て、温暖化でイネの生育が早期化し、冷害に強く影響する生育ステージの暦日が前進することで、

障害型の冷害リスクが増大する可能性があると指摘した。このことから、北海道のイネの冷害リスク

が温暖化によりどのように変化するのかを評価することは重要である。以上より、本研究では、（1）

寒冷地である北海道の各地域のコメ収量変動を汎用的な作物モデルで評価することができるのか、

（2）温暖化に伴い、北海道のイネの冷害リスクはどのように変化するのか、の 2点に着目した。 

 

1.2 イネの冷害と北海道 

図 1.2は 1958年～2012年の北海道の水稲収穫量（kg/10a）の時系列（農林水産省農林経済局

統計調査部 a より）である。近年冷害はやや減少傾向であるが、1993 年、2002 年、2003 年、2009

年に冷害が発生した。北海道の平年収量は 2010 年では 535（kg/10a）で全国 7 位であったが、

1993年～2010年の 18年間では 502（kg/10a）で、全国 20位であった。標準偏差は85（kg/10a）で、

青森県、岩手県、宮城県に次いで大きかった。これらの変動や差異は、1993 年や 2003 年の冷害

年が大きく影響している（以上、北海道ほか, 2011）。 

イネの冷害は、遅延型冷害、障害型冷害、および両者の併行型の 3 つに分類される（北海道ほ

か, 2011）。イネは移植後、幼穂形成、出穂、成熟の順で生長する（図 1.3）。遅延型冷害は低温に

より生育が遅延した結果、秋冷に遭遇し登熟不良となるか、登熟期間の低温により登熟不良となる

かのいずれかにより引き起こされる。一方、障害型冷害は生殖期間の低温により受精が阻害され、

不稔籾が多く発生することにより生じる冷害で、出穂前後の特定の生育ステージの気象の影響を

受けるのが特徴である。第 2 章では、汎用モデルとして世界の作物生産性評価に用いられる

GAEZ （Global Agro-Ecological Zones）モデル（Fischer et al., 2002a；Masutomi et al., 2009）に、遅
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延型冷害、障害型冷害、および併行型の冷害を評価する簡易な論理を追加することで北海道のコ

メ収量変動の再現性を評価した。第 3 章では、温暖化でリスクが軽減しないと指摘される障害型冷

害について、より精緻に不稔率を予測するモデルを用いて、温暖化を想定した気温上昇に伴う障

害不稔の変化を考察した。 

 

1.3 北海道の夏の気象と冷害 

ここで北海道のイネの冷害に関連する夏の気象の知見を紹介する。北海道のイネの冷害は、オ

ホーツク海高気圧の発達による冷夏の出現と、オホーツク海高気圧から吹く「やませ」や偏東風に

起因して発生する。北海道全体がオホーツク海高気圧の中心に覆われる場合は晴冷型となり、主

要稲作地域である空知・上川支庁などの北海道中央部では、気温は低いが日射量は多く、分げ

つ期（図 1.3参照）は水温が高まるため、栄養生長は比較的順調に推移する（北海道ほか, 2011）。

しかし、高気圧の中心がオホーツク海にある場合は、太平洋やオホーツク海岸から内陸部まで海

霧を伴う低温多湿の風が吹き込み、低温と日照不足が顕著となり水稲生育に直接的な影響を与え

る（北海道ほか, 2011）。北海道の冷夏は第1種冷夏と第2種冷夏に分類される（柏原・大川, 1967）。

前者はシベリア大陸から寒気が南下流入して低温になり、後者は北極の寒気がオホーツク海に流

入してできる高気圧により著しい低温となる。大川（1992）はオホーツク海高気圧をE型、R型、N型

の 3種類に分類し（図 1.4）、第 1 種冷夏を E 型および R 型の場合、第 2種冷夏を N 型の場合と

分類した。E型は梅雨型の気圧配置のときに多く現れる型で、オホーツク海上空の収束場にベーリ

ング海やバイカル湖付近から対流圏中層以下に寒気が流入して形成される。R 型は上層の気圧

の峰やブロッキング高気圧に付随して出現する、対流圏下層から上層にわたる温暖高気圧である。

N 型は北極の寒気が寒冷渦となって東シベリアを横断し、オホーツク海に流入する高気圧で、非

常に寒冷である（大川，1992）。 

オホーツク海高気圧から吹く偏東風であるやませは、北海道の東～南東方向から内陸部へ侵

入する。やませが卓越した年は、留萌や後志など日本海側の地域では影響が小さい場合も多いが、

檜山地方などでは冷害に見舞われる（北海道ほか, 2011）。南空知や石狩では「偏東風」と呼ばれ、

5月から 8月にかけて吹走する（北海道ほか, 2011）。大冷害だった 1993年の 7月下旬～8月上旬、

同じく冷害年だった2003年の7月上旬にはやませや偏東風が稲作地域を吹走し、連続した低温と

日照不足をもたらした（北海道ほか, 2011）。 
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一方、暑夏の場合は北海道全体が太平洋高気圧に覆われ、高温多照の状態が安定して続き、

多くの場合、コメは高収量・高品質となる（北海道ほか, 2011）。北海道のコメの作柄は、その年の夏

が暑夏か冷夏になるかで決定づけられ、暑夏の場合は豊作となり、冷夏の場合は作柄が不良とな

る（北海道ほか, 2011）。 

以上のように、北海道の夏の気象はオホーツク海高気圧の卓越する冷夏と太平洋高気圧の卓

越する暑夏の間で経年変動する。イネの冷害はオホーツク海高気圧の卓越とやませ・偏東風と関

連しており、高気圧の位置ややませ・偏東風の吹走方向に対する各地域の位置関係により各地・

各年の冷害の程度は異なる。図 1.1の地域差はこれを反映したものである。第 2章では、作物モデ

ルに冷害の論理を追加することで、コメ収量変動の地域差を再現できるかについて解析した。第 3

章では、気温の経年変動幅に着目し、障害型冷害における不稔の発生しうる幅が温暖化によりど

のように変化するのかを考察した。 

 

1.4 北海道の夏の気象の経年変動幅 

第 3章では、北海道の 7地点（旭川、岩見沢、今金、北斗、三石、池田、北見；第 3章図 3.1参

照）について 1986 年～2005 年の 20 年間のイネの生育ステージにおける気温の経年変動幅に着

目し、障害型冷害による不稔発生との関係を考察した。前節で北海道の夏の気象はオホーツク海

高気圧の卓越する冷夏と太平洋高気圧の卓越する暑夏の間で経年変動することを述べたが、ここ

で、第 3 章の解析期間の気温の経年変動幅がどのような気象現象によってもたらされたかについ

て、あらかじめ確認しておく。図 1.5 は、岩見沢および北見の夏季の各暦日における 20 年間の気

温（7 日間移動平均気温）の最低値の年（最下位）、最高値の年（最上位）、および下から 2 番目の

年（下位 2位）、上から 2番目の年（上位 2位）の推移を示している。最低値、最高値を記録した年

は地点により異なるが、低温年を最低値・下位 2 位の年、高温年を最高値・上位 2 位の年として見

ると、おおむね 7地点で同様の傾向であった。岩見沢について 6月 22日～26日付近は、2002年

の気温が最低値であった。2002 年 6 月 22 日の天気図（図 1.6a）に示すように、この期間はサハリ

ン付近にオホーツク海高気圧が停滞しており、6 月 24 日には北海道東部の山間部で降雪が観測

された（図 1.6b）。北見や北斗、池田など、他の地点でもこの期間は 2002年の気温が最低値である

場合が多かったことから、この年の 6 月下旬の低温は全道的な傾向であったと考えられる。そして

その要因はオホーツク海高気圧の卓越にあったと推測される。岩見沢の 7月 6日～9日の最低値
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の 2005年、7月 16日～21日の最低値である 2003年についてもオホーツク海高気圧が卓越して

いた（図 1.6c, d）。8月に入ると低温の要因はオホーツク海高気圧から低気圧や前線にシフトすると

推測された。例えば、岩見沢、北見における 8月 20日～24日の最低値の 2002年では、台風から

変わった温帯低気圧や日本海上に低気圧がみられた（図 1.6e, f）。一方、気温経年変動の最高値

について、梅雨明け後の 7 月 27 日～30 日の岩見沢では 2004 年が記録した。この期間は、北日

本で前線の影響、関東以南で台風の影響による降雨がみられたものの、日本付近は太平洋高気

圧に覆われ概ね晴れていた（図 1.6g, h）。他の 6地点（旭川、今金、北斗、三石、池田、北見）でも

2004年はこの期間のほとんどで最高値または上位 2位を記録していた。また、岩見沢、北見ともに

8月 11日～20日は 1999年が最高値であったが、1999年 8月は太平洋高気圧が北偏して張り出

し、北日本で暑い晴天が続いた（気象庁, 2000）。これらのことから、太平洋高気圧の勢力が強まる

梅雨明け後から 8月にかけての暑夏は太平洋高気圧に起因すると考えられる。なお、7地点では 7

月上旬から中旬前半にかけて 2000 年が最高値または上位 2 位を記録する地点が多かったが、

2000 年のこの期間は太平洋高気圧の勢力が弱く、7 月中旬から強まったとのことである（農林水産

省, 2013）。このため、北海道の梅雨明け以前の高温と太平洋高気圧の関連は確認できなかった。

以上より、解析期間（1986～2005 年）における北海道の夏季の気温の経年変動幅は、梅雨明け以

降の 7月についてはオホーツク海高気圧と太平洋高気圧、8 月は低気圧・前線と太平洋高気圧に

よって主に決定されたと推測される。また、6 月後半から梅雨明け以前は、オホーツク海高気圧の

卓越に起因して低温がもたらされたと推測される。 

図 1.5 に示すように、大冷害であった 1993 年は岩見沢において 7 月下旬から 8 月上旬にかけ

て最低値または下位 2 位の気温となっており、この時期の低温が障害型冷害の発生に寄与したと

考えられる。同じく冷害年の 2003年は、7月下旬に最低値または下位 2位となっており、この時期

の低温が障害型冷害の発生に寄与したと想定される（これらの年は上記以外の期間についても低

温が長く継続し、生育が遅れたことも想定される。これらの年は障害型と遅延型の併行型冷害とし

て記録されている）。しかし、図から 1993年や 2003年の気温が夏季を通して常に最低値や下位 2

位であったわけではないことがわかる。これらの年は、イネの生育ステージのうち低温に特に脆弱

な期間と低温のタイミングが重なったため、冷害（障害型冷害）が発生したと考えられる。他の年の

中には、そのタイミングがずれていたため、冷害を免れた年もあると推測される。例えば、岩見沢で

は7月11日から22日にかけての大半で1986年が下位2位を記録したが、札幌地域における1986



7 

 

年の作況は平年以上（作況指数：110）であった。これらのことは、障害型冷害の発生には低温に脆

弱な生育ステージのタイミングとその気温の考察が重要であることを示唆する。第 3 章では、気温

上昇に伴う低温に脆弱な生育ステージのタイミングの変化とそのステージの気温の変化の双方を

考慮し、障害型冷害による不稔の発生しうる幅の変化について考察した結果について述べる。 
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表 1.1 日本国内を対象とした作物収量予測の例 

著者 概要 対象地域 主な結果 

清野（1995） 作物モデル CERES を用いて温暖化後の水稲、

コムギ、トウモロコシの収量を評価 

日本の主要生産

地点 

気温上昇により減収（特に九州）。北陸・東北・北海道では

気温上昇による減収を二酸化炭素（CO2）施肥により回復で

きるが、九州は回復が難しい。 

Iizumi et al.（2007） 作物モデル SIMRIW により冷夏年、暑夏年の温

暖化後のコメ収量変化を予測 

日本全域 冷夏年における北日本の冷害は軽減、暑夏年における中

央～南西日本の高温不稔は増加する。 

横沢ほか（2009） コメ収量予測モデル PRYSBI によりコメ収量への

温暖化影響を評価 

日本全域 気温上昇により北海道・東北では増収、それ以外の地域で

は減収。北日本の収量増加は、主に冷害による収量低下

が発生する確率が減少することに起因する。 

Okada et al.（2011） PRYSBI と経験モデルを用いて将来気候下のコ

メの収量と品質を評価 

九州 夜間の最低気温が上昇し、高温ストレスによりコメ品質は低

下する。 

中辻ほか（2011） 

丹野（2012） 

2030 年代の水稲、畑作物、飼料作物の生育・収

量・品質を予測 

北海道 水稲について、収量は現在並～やや増収。遅延型冷害の

リスクは減少するが、障害型冷害のリスクは残る。 

Nemoto et al.（2012） イネの耕作スケジュールの気候リスクを確率的に

評価する手法を開発 

北海道 

（岩見沢） 

2031–50 年には東北品種を栽培可能。2081–2100 年には

移植日によっては高温障害が増加。冷害は減少する。 
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図 1.1 1993年のイネの支庁別作況指数（農林水産省農林経済局統計調査部 b より）。作況指数と

は、その年の 10a当たり平年収量に対する 10a当たり収量の比率で表したものである。1993年

の北海道全体の作況指数は 40であった。 
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図 1.2 1958～2012年における北海道の水稲の 10a当たり収量の時系列（農林水産省農林経済局

統計調査部 aに基づき作成）。赤丸は冷害年（北海道ほか, 2011）を示す。 
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図 1.3 イネの生長過程の模式図 
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図 1.4 500hPa面の気圧配置により分類された梅雨期のオホーツク海高気圧の 3つの型（大川, 

1992 より） 
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図 1.5 岩見沢、北見での 6月 19日から 8月 31日の各暦日の 7日間移動平均気温の 1986～2005

年（20年間）における（a）最下位および下位 2位の年、（b）最上位および上位 2位の年  

(a) 最下位および下位 2位 

(b) 最上位および上位 2位 

岩見沢 

岩見沢 

北見 

北見 
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図 1.6 岩見沢における 7 日間移動平均気温の 20 年間での経年変動の下位または上位を記録し

た年月日付近における天気図の例（気象庁, 2013a） 

 

  

(a) 2002年 6月 22日 (b) 2002年 6月 24日 (c) 2005年 7月 7日 

(d) 2003年 7月 18日 (e) 2002年 8月 22日 (f) 2002年 8月 24日 

(g) 2004年 7月 28日 (h) 2004年 7月 29日 
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第 2章 

 

潜在作物生産性モデル GAEZの北海道での適用可能性の検討と改良 

 

 

要旨 

現在気候下の北海道のコメ収量変動を再現するため、潜在作物生産性モデルGAEZの北海道

への適用可能性評価および改良を実施した。改良前の GAEZ では計算対象期間の大半で北海

道のほぼ全域で気温条件を満たさず収量がゼロとなり、耐冷性の強化によってコメ栽培が可能とな

った北海道にはそのまま適用できなかった。モデルの改良として（1）気温条件の変更、（2）バイオ

マス計算論理の変更、（3）出穂日推定論理の追加、および（4）障害型冷害の考慮を実施した。（1）

により寒冷地でも収量を得ることが可能となったが、観測の収量変動をほとんど再現しなかった。（1）

に加え（2）、（3）、（4）を組み合わせることで再現性は大幅に向上した。特に障害型冷害の考慮と

出穂日の推定が北海道の観測収量変動の再現性向上に大きく寄与した。 
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2.1 はじめに 

気候変動に関する政府間パネル第 4 次評価報告書（IPCC AR4）では、気温上昇による全球で

の作物生産性について、中・高緯度では 1～3°Cの気温上昇で生産性が向上する一方、低緯度で

は 1～2°C の気温上昇でも生産性が減少し、上記以上の気温上昇では全地域で生産性が減少す

ると予測している（Easterling et al., 2007）。主要作物の生産性は食料安全保障等の観点からも重

要であり、気候変動に対する脆弱性や地域特性を把握することが求められている。このような背景

から、現在多くのモデルが開発され、気候変動下の作物収量予測が行われている。Masutomi et al.

（2009）は潜在作物生産性モデル GAEZ を改良し、複数の気候変動予測シナリオおよび排出シナ

リオを用いてアジア地域のコメ収量の定量的予測を行い、特に 2080 年代の A2 シナリオの場合に

収量が著しく減少することを示した。申ほか（2011）はMasutomi et al.（2009）と同様の手法で全球を

対象としたトウモロコシの収量変化の定量的予測を行った。 

日本における作物収量の評価について、横沢ほか（2009）は広域コメ収量予測機構モデル

PRYSBIを用いて全国 4地域の気温上昇度に対するコメ収量変化を定量的に評価した。モデルの

パラメータを県単位で統計的に推定することにより国内の地域特性を反映した予測を実現し、北海

道・東北地域は気温上昇に伴いコメ収量は増加するが、それ以外の地域は減少することを示した。 

IPCC AR4（Easterling et al., 2007）や横沢ほか（2009）の結果によると、北日本ではコメの増収が

期待されるが、増収率や収量の安定性から作付地域の選定等を行う際にはより地域詳細な予測が

求められる。特に我が国のコメ作付の北限である北海道では、たびたび冷害に見舞われるなど気

象条件による制約が大きいため、気候変動下の収量予測やそれに基づいた栽培適地の判定は重

要である。適地の変化による将来の作付地域の変化が北海道の土地利用計画や食糧自給に与え

るインパクトは大きい。 

以上のように、北海道における気候変動下のコメ収量への影響評価は重要であるが、より信頼

性の高い評価のためには現在の北海道の気候に対する応答を再現できるか確認する必要がある。

そこで、本章では将来の気候変動による影響評価に適用することを念頭にして、北海道を対象に

現在気候下のコメ収量変動を再現し、その再現性を評価することを目的とする。本研究では圃場ス

ケールでの細かい品種別の気候感度より、北海道内のコメの気候に対する応答の地域差や収量

分布を包括的に評価したいため、ある程度広域に対応したプロセスモデルを用いる方法を採用し、

Masutomi et al.（2009）および申ほか（2011）が使用した広域モデルの GAEZ を用いることとした。
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GAEZモデルは気温等の条件により栽培に適しているかを判定する適性判定条件を含む。本研究

ではこのような判定条件を寒冷地である北海道に適用できるようにモデル改良を行った。さらにバ

イオマス量の計算方法を変更の上、北海道において甚大な被害をもたらし適地評価の観点からも

重要な冷害リスクを反映できるようにした。本章では GAEZ モデルの北海道への適用可能性と改

良の効果について現在気候での観測収量の再現性に基づき評価する。 

 

2.2 モデルと実験設定 

本研究ではMasutomi et al.（2009）による改良版の GAEZ（Global Agro-Ecological Zones）モデ

ルを用いた。元の GAEZモデルは国際連合食糧農業機関（FAO）と国際応用システム分析研究所

（IIASA）により開発された潜在作物生産性モデルで、詳細は Fischer et al.（2002a）を参照されたい。

以降では改良版 GAEZモデルの概要および実験設定について示す。 

 

2.2.1 潜在作物生産性モデル GAEZの概要 

表2.1にGAEZモデルの入力データを示す。Masutomi et al.（2009）の気候入力データは日平均

気温（°C）、日降水量（mm/day）、日平均放射（W/m
2）、日平均風速（m/s）、気温日較差（°C）である

が、本研究では日較差の代わりに日最高気温（°C）と日最低気温（°C）を用いた。 

モデル計算の手順は申ほか（2011）を参照されたいが、概要は下記の通りである。まず入力の気

候条件に基づき、成長期間の算出、気温による適性判定、および農業気象制約を考慮した作物

成長計算が行われる。さらに土壌制約（土壌タイプに基づく）、灌漑面積率、入力レベル等を考慮

した収量が計算される。ここで入力レベルは各国の資本や労働力、施肥等の社会経済要素を考慮

した高・中・低の 3 段階の要素で、日本は高に該当する。GAEZ モデルでは天水農地と灌漑農地

（土壌水分の不足による制約がないと仮定）について計算可能であるが、日本では灌漑なしで稲

作を行っているとは考えにくいため、北海道全域で灌漑ありと仮定した。以上により収量ポテンシャ

ル（北海道全域に作付した場合に見込まれる収量）が得られ、実際の作付面積分布でマスクするこ

とにより作付地域のみの収量が得られる。GAEZ モデルではさらに大気中二酸化炭素（CO2）濃度

の変動による施肥効果を考慮可能であるが、今回は現在気候下の計算であるため考慮しなかっ

た。 

コメについて、GAEZ モデルでは大きく乾燥地帯品種と湿潤地帯品種に区別されており、日本
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型イネは湿潤地帯品種に分類される。デフォルトで日本型イネは成長期間の異なる 4 つの品種

（105、120、135、150 日）の取扱いが可能である。計算は植付日および品種を固定した計算と固定

しない計算が可能で、固定しない場合は年毎に収量が最大となる植付日および品種が選択される。

北海道を対象とした今回の計算では、観測収量変動との比較のため後述の方法で植付日と品種

を固定して計算を行った。 

 

2.2.2 気候データ作成方法 

GAEZ モデルの入力として必要な気候データのうち、日平均風速以外の要素は農業環境技術

研究所作成のアメダスメッシュ化データ（清野, 1993）を使用した。日平均風速は JRA-25長期再解

析データ（Onogi et al., 2007）を領域気象モデル WRF（Weather Research and Forecasting）

（Skamarock et al., 2008）により力学的にダウンスケールしたものを使用した。アメダスメッシュ化デ

ータは 3次メッシュ（約 1km格子）、WRFデータは 10km格子出力である。本研究では北海道全域

を 0.05°（約 5km）格子で解像するため、アメダスメッシュ化データは単純平均により平滑化し、WRF

データは近傍 4点による逆距離加重平均法にて線形内挿し使用した。 

 

2.2.3 行政区域データ・作付面積データ作成方法 

行政区域（旧支庁・市町村）は国土数値情報の平成 22年度の行政区域界データ（国土交通省）

を0.05°格子で解像し使用した。行政区域に基づくデータ作成および解析は全て平成 22年度の状

態（14 支庁・179 市町村）に従い実施し、それ以前の合併等による変動は考慮しない。また、旧支

庁は現在の総合振興局・振興局を指すが、以降本文では支庁と記載する。 

観測収量変動の再現性評価には作付面積に基づく収量集計が必要である。作付面積データは

作物統計（農林水産省農林経済局統計調査部 a；農林水産省農林経済局統計調査部b）および北

海道農林水産統計年報（農林水産省北海道統計情報事務所）の市町村別耕地面積・作付面積デ

ータと国土数値情報の土地利用 3次メッシュ（国土交通省）をもとに下記手順で作成した。 

1）国土数値情報（国土交通省）の田耕地面積分布データを 0.05°格子で投影し、市町村別に集

計する。データは 1987年、1991年、1997年、2006年のものを使用し、各々について上記作

業を実施する。 

2）各市町村について、統計値（農林水産省農林経済局統計調査部 a；農林水産省北海道統計
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情報事務所）の毎年の市町村別田耕地面積データと 1）で作成した市町村別集計データの

比を算出し、1）の 0.05°格子の分布データに比を乗算する。これは耕地面積の分布は国土数

値情報に従っており、市町村毎の面積集計値は統計値により補正されることを意味する。統

計値のみ値ありの場合は当該市町村内の格子に統計値の耕地面積を割り当て、国土数値

情報のみ値ありの場合は統計値に従い面積ゼロとした。計算対象期間は1985年～2005年と

し、国土数値情報の 1987年データを 1985年～1989年に、1991年データを 1990年～1994

年に、1997年データを 1995年～2001年に、2006年データを 2002年～2005年にそれぞれ

対応させ、各年のデータを作成した。 

3）各年に対し市町村毎に統計値（農林水産省農林経済局統計調査部 a；農林水産省農林経済

局統計調査部 b；農林水産省北海道統計情報事務所）の田耕地面積データと作付面積デー

タの比を算出し、2）で補正した耕地面積分布データに乗算したものを作付面積分布データと

する。 

図 2.1は以上により作成した 2000年における作付面積分布と支庁の位置である。全計算対象期

間を通して作付面積は空知支庁、上川支庁に集中するほか、北海道西部や十勝・網走地方に点

在する。一方、宗谷・釧路・根室支庁では作付面積はゼロである。 

 

2.2.4 観測耕種期日・品種および収量データ 

本研究では観測収量変動の再現性を評価するため、植付日および品種を観測に基づき固定し

て計算を行った。植付日は作物統計（農林水産省農林経済局統計調査部 b；農林水産省農林経

済局統計調査部 c）より引用した観測の耕種期日（播種期、移植期、出穂期、刈取期）のうち移植

期を設定した。耕種期日は北海道内を 4 地域（札幌、函館、帯広、北見）に分類し収録されている

ため、植付日もこの 4地域毎に設定した。支庁と 4地域の対応関係は表 2.2に示す通りである。品

種については観測の耕種期日に従い成長期間の調整を実施した。GAEZ モデルでは直播栽培を

想定し成長期間を 4つの生育ステージ（initial、crop development、mid-season、late season；本章で

は順に ini、dev、mid、end期と略す）に分類している。元の設定（Masutomi et al., 2009）では各ステ

ージの成長期間に占める比率（%）は ini、dev、mid、end期の順に10、30、30、30であった。本研究

では移植日を dev期始め、出穂日をmid期末日と仮定し、4地域毎の計算対象期間での観測移植

期～刈取期および移植期～出穂期の平均日数をさらに各々4地域で平均した日数（約 129.8日お
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よび約 71.5日）をもとに、ini、dev、mid、end期の比率（%）を 20、30、15、35とし、dev期～end期を

128日（ini期～end期で 160日）とした。本研究では移植期を植付日としたため、収量計算等に用

いる成長期間は dev 期～end 期の 128 日と設定した。成長期間以外の品種固有のパラメータは

GAEZモデルの成長期間 150 日の品種と同様とした。ini 期～dev期（播種～移植期の想定）での

バイオマス生産量（移植時の乾物重）は最終収量の 1/100のオーダー程度と想定されるため、今回

は考慮しなかった。なお、上記品種設定は北海道全域で同一の値とした。 

再現性評価の際に使用する観測収量データは作物統計（農林水産省農林経済局統計調査部

a；農林水産省農林経済局統計調査部 b）および北海道農林水産統計年報（農林水産省北海道統

計情報事務所）の市町村別収量データ（kg/10a）を用いた。 

 

2.2.5 実験設定 

以上の計算手順・データにより、北海道を対象にコメ収量のシミュレーションを実施した。実験設

定は表2.3の通りである。再現性評価は観測収量年変動とGAEZモデル出力の収量年変動との比

較により実施した。その際、GAEZ モデル出力の収量は作付面積で重み付け集計した値を用い

た。 

GAEZ モデルの北海道への適用可能性を評価するため、モデルの改良を実施した。改良方法

は 2.3 節に示す通りである。改良前と改良後の観測収量変動の再現性を比較することで、改良の

効果を定量的に評価した。2.4節ではその結果について述べる。 

 

2.3 モデル改良方法 

本研究では、GAEZ モデルの作物成長計算モジュール（気候条件のみを考慮した収量を計算）

について改良を行った。作物成長計算モジュールの流れと改良方法の対応は図 2.2 の通りで、モ

デルの改良は 4段階で実施した。下記に各段階の改良方法について示す。 

 

2.3.1 気温条件の変更 

作物成長計算モジュールでは、まず気候条件をもとに植付可能期間の算出を行う。10 年間のス

ピンアップ計算後、積雪、降水および土壌水分の状態、日平均気温条件により各日について植付

可否、休眠状態（日本型イネの場合考慮しない）について判定し、植付可能と判定された日が連続
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する期間を植付可能期間と設定する。このうち日平均気温は 5°C 以上が条件であったが、北海道

東部一帯で実際には平年以上の収量であった 1989年に、GAEZモデルでは条件を満たさず収量

がゼロと判定された。この条件は栽培適地判定の観点に基づくもので、北海道に適した値を決定

するため 4°C、3°C および 0°C で感度分析を行った。観測収量の再現性を吟味した結果、本研究

ではこの条件を 4°Cに緩和することとした。 

GAEZモデルでは、上記で設定した植付可能期間と品種パラメータの成長期間を照合し実際の

成長期間の算出が行われる。その後、気温による適性判定が行われ、適性と判定された場合のみ

収量計算が行われる。気温による適性は成長期間内の積算気温や各気温帯（10°C 以上 15°C 未

満など）日数の成長期間に占める割合から判定されるが、北海道に適用すると多くの年にほぼ全

域で条件を満たさなかった。これは主に低温に関する条件（10°C 以上 20°C 未満の日数および

10°C 未満の日数1）を満たさないことによる。北海道は品種の耐冷性を強化しコメ作りが可能となっ

た地域であるため、全球スケールの判定条件をそのまま適用できない。今回はこの気温による適

性判定条件を撤廃し、収量を算出することとした。 

 

2.3.2 バイオマス量計算論理の変更 

バイオマス量は、光合成率（日中気温等に依存）に関連づけられたバイオマス生産率と呼吸率

（日平均気温等に依存）に基づいて計算される。詳細は GAEZ モデルの当該項目の説明書

（Fischer et al., 2002b）を参照されたい。今回用いたGAEZモデル（Masutomi et al., 2009）ではバイ

オマス生産率に関わる日射量の取り扱いについて説明書と異なる計算式を用いていたが、北海道

へ適用する際に説明書に準ずる式に変更した。すなわち、バイオマス生産率は下記により計算さ

れる。 

 

                                                        
1
 10°C以上 20°C未満の日数の条件は、成長期間内の気温プロファイルの気温上昇期について

成長期間日数の 40%未満、気温下降期について成長期間日数の 25%未満である。10°C未満の

条件は日数ゼロである。 
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ここで bgmは最大総バイオマス生産率、Pmは最大光合成率、boは完全に曇りの日の総乾物生産

率 、 bc は快晴日の総乾物生産率 を指す 。 F は日中の空に占め る雲の比で 、

)8.0/()5.0( cgc ARAF  により算出される（Ac は晴天時の最大有効短波放射（cal cm
-2

day
-1）で、

光合成有効放射を用いた。Rgは下向き短波放射（cal cm
-2

day
-1）を指す）。 

GAEZ モデルでは成長期間の平均気象を用いて成長曲線の変曲点での光合成率やバイオマ

ス生産率、呼吸率を算出し、成長期間の平均バイオマス生産率を変曲点での生産率の 1/2 と仮定

し正味のバイオマス生産量を計算するが、北海道へ適用する際、日々の気象を反映するように変

更した。具体的には、必ずしも正確ではないが、平均気象による各々の計算式が日々の気象に対

しても成立すると仮定し、日々のバイオマス生産率および呼吸率を求め、成長期間で積算するよう

にした。これは日毎に成長曲線を描きバイオマス生産量を求めることに相当する。これにより最終

的な正味のバイオマス生産量および収量ポテンシャルは下記により計算される。 

 

i

1i

j

j,,i,i, )5.036.0( Lbcbb nitgmn  


     （2.2） 


N

i

i,nn bB        （2.3） 

0/ NNHBY np         （2.4） 

 

ここで添え字 i は各日を表し、bn,iは各日の正味のバイオマス生産量を表す。ct,iは呼吸に関する

係数、Liは葉面積指数（LAI）から算出される係数である。N は実際の成長期間で、Bnは成長期間

全体での正味のバイオマス生産量を表す。最終的な収量ポテンシャル Yp は正味のバイオマス生

産量に収穫指数 Hおよび品種固有の成長期間 N0を考慮した値となる。 

(2.1a) 

(2.1b) 
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式（2.2）において、Li を算出するために LAI を日々推定する必要がある。今回のモデル改良で

は、FAO（Allen et al., 1998）による作物係数推定方法および桜谷・堀江（1985）による蒸発散量と

LAI の関係式を用いて日々の LAI を推定した。桜谷・堀江（1985）によれば水田蒸発散量を ET、

水面蒸発量を E としたとき、LAI との関係は下記の式で表される。 

 

kLAIe
ET

E         （2.5） 

 

ここで係数 kは 0.40である。FAO（Allen et al., 1998）による作物係数推定方法によれば、蒸発散

量は基準蒸発散量 ET0（ペンマン・モンティース法により日々推定）に作物係数 Kc を乗算して得ら

れ、下記が成り立つ。 

 

00)( ETKETKKET cecb        （2.6） 

 

ここでKcbは基礎作物係数、Keは土壌蒸発係数である。E = KeET0と考えられることから、式（2.5）

は下記のように変換できる。 

 

kLAI

ecb

e e
KK

K

ET

E 



)(

      （2.7） 

 

本研究では作物係数推定方法に従い Kcbおよび Keを推定し、式（2.7）を用いて LAIを算出した。

詳細は FAO による説明書（Allen et al., 1998）を参照されたいが、概要は下記の通りである。まず

ini、dev、mid、endの 4つの作期各々についてKcbを算出する。本研究ではGAEZモデルのパラメ

ータとして設定されている Kcと FAOによる説明書（Allen et al., 1998）を勘案し、ini、mid、end期の

Kcbをそれぞれ 0.9、1.15、0.7 とした。mid 期と end 期の Kcbは各期間の平均風速、平均日最低相

対湿度、平均作物長により補正する。dev 期の Kcbは ini 期の値を起点、mid 期の値を終点として

日々単調増加し、end期はmid期の値を起点、end期の値を終点として単調減少するように設定す

る。次に、下記により Keを算出する。 
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)),(min( maxmax cewcbcre KfKKKK       （2.8） 

 

ここでKcmaxはKcの上限値で平均風速や平均最低相対湿度などを考慮した値である。fewは露出

した湿地の比で、few = min（1 – fc, fw）により計算する。Krは蒸発減衰係数（完全に湿っているとき

1.0）、fwは灌漑等により湿った土壌の比で、いずれも 1.0 とした。fcは作物により被覆された土壌の

比で、Kcb 等を考慮し算出した。なお、平均風速および平均日最低相対湿度について、説明書

（Allen et al., 1998）に記載のある上限・下限値は考慮しなかった。以上の算出で用いた dev、mid、

end期の作物長は平成 21年度北海道立中央農業試験場年報（北海道立総合研究機構農業研究

本部中央農業試験場, 2010）による北海道品種「きらら 397」、「ほしのゆめ」および「ななつぼし」の

平年の移植時、6月 20日、7月 20日の草丈および棹長平均を線形内挿したものを使用した。 

 

2.3.3 出穂日推定論理の追加 

北海道の水稲移植栽培では安定生産をはかるために作付品種の基準が作成されている（丹野

ほか, 2007；北海道ほか, 2011）。1989年より導入された基準では出穂日を基準とした気温条件から

安全出穂期間（早限出穂期～晩限出穂期）を設定し、簡易有効積算気温から推定した出穂日が

安全出穂期間内となるような品種を選定する。2008 年に導入された方法では、水稲生育システム

を用いて発育速度を計算することにより出穂日を推定し、安全出穂期間を求めている。上記のい

ずれの方法でも、出穂日を予測することが水稲生育の予測において重要であることが示唆される

が、GAEZ モデルでは出穂日の推定論理は含まれていない。このため、新たに出穂日を推定する

論理を追加することとした。 

本研究では簡易有効積算気温による出穂日推定論理を採用した。簡易有効積算気温とは、日

最高最低平均気温から稲の生育に有効な温度（簡易有効気温）だけ使用した積算値である（北海

道ほか, 2011）。丹野ほか（2007）は簡易有効気温 を下記により計算している。 

 

))/(1/()( dcTba b
mean       （2.9） 

 

ここで、a、b、c、d はそれぞれ 55.89942、-4.165141、21.84576、0.9107297 で、Tmeanは日平均気
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温である。本研究でも式（2.9）を用いて を算出した。Tmeanについて、丹野ほか（2007）は日平均風

速および日照時間を考慮した値を用いているが、簡略化のため入力の日最高気温と日最低気温

の平均値を設定することとした。 

植付日から を積算し、基準値に達した日を出穂日とした。基準値は北海道ほか（2011）による

簡易有効積算気温と晩限指標品種との対応関係をもとに 4 地域分類で調整・設定し、中生のうる

ち米品種が主の札幌・函館地域は 950°C、早生のもち米が主の支庁を含む帯広・北見地域は

850°C とした。図 2.3は 4地域毎に平均した出穂日推定値の統計値（農林水産省農林経済局統計

調査部b；農林水産省農林経済局統計調査部 c）との比較である。年・地域により誤差にばらつきは

あるが、二乗平均平方根誤差（RMSE）は札幌、函館、帯広、北見の順に1.75、1.58、2.35、2.91（日）

で、概ね 3日以内の精度で出穂日を予測できる。 

イネの LAIは出穂日付近で最大となることから、先述の LAI算出方法に出穂日による変動を考

慮した。GAEZ の設定では ini、dev、mid、end 期の成長期間に占める割合は固定であったが、Kcb

を求める際に出穂日が mid 期末日となるようにし、dev、end 期の割合を可変とした。すなわち、

GAEZ 設定の mid 期末日より出穂が早い場合は dev 期の割合が減少し、その分 end 期の割合が

増加する。出穂が遅い場合は dev 期の割合が増加し、end 期の割合が減少する。ただし end 期が

減少する場合、Kcbは本来の end 期間日数から算出するとした。これは LAI が成長期間内に成熟

期の値まで減少しきらないことを表す。さらに出穂遅延による成熟不良を想定し、end期が減少する

場合は最終収量（式（2.4）の Yp）に GAEZ設定の end期間に対する実際の end期間の比を乗算し

た。なお、成長期間内に出穂しない場合は収量ゼロとした。 

 

2.3.4 障害型冷害推定論理の追加 

1.2 節で述べたように、冷害は低温障害で不稔籾多発により減収する障害型と低温による生育

遅延で減収する遅延型、および両者の併行型の 3つに区分される（北海道ほか, 2011）。出穂日を

推定し LAI を変動させる方法は遅延型冷害を想定しており障害型の冷害は考慮していないため、

さらに論理追加を行った。北海道ほか（2011）では障害型冷害の影響を受けやすい前歴期間、冷

害危険期間、開花期間の気温分類による北海道品種「きらら 397」の不稔歩合推定を行っている。

本研究ではこの推定不稔歩合（%）を利用し、（1-不稔歩合/100）を冷害係数として収量ポテンシャ

ルに乗算することで障害型冷害の影響を考慮することとした。表 2.4に今回設定した各期間の気温
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分類による不稔歩合推定値を示す2。前歴期間は出穂前 24～15日、冷害危険期間は出穂前 14～

8日、開花期間は出穂後 7日間とした。また、北海道ほか（2011）の注釈に従い、5～15%の不稔発

生は収量ポテンシャルに影響しない（冷害係数=1）とした。 

 

2.4 結果と考察 

はじめに、各改良方法の効果について示す。改良方法（1）（2.3.1 節；気温条件の変更）の実施

により、北海道のほぼ全域で収量が計算されるようになった。収量の平均値は観測収量と近いが、

年々変動はほとんどみられず観測収量の再現性は低かった。（2）のバイオマス生産率計算の変更

（2.3.2節の式（2.1））により年々変動はやや大きくなったが、収量は大幅に過大となった。（2）の残り

の手順（2.3.2節の日別気象の考慮およびLAI算出方法の変更）を行うことで収量の過大傾向は緩

和された。（3）（2.3.3 節；出穂日推定論理の追加）では、出穂遅延による成熟期間の短縮の考慮

（end 期間の比の乗算）により観測収量の再現性が向上した。（4）（2.3.4 節；障害型冷害推定論理

の追加）の実施により観測収量の再現性は大幅に向上した。（1）は栽培適性判定に関する変更で、

（2）および（3）は日々の気象条件を収量計算に反映するための改良、（4）は障害型冷害の考慮に

より障害リスクを収量に反映する改良と大きく分けられることから、以降では（1）のみ実施した場合

を「改良前」、（1）～（3）を実施した場合を「改良後 1」、（1）～（4）を実施した場合を「改良後 2」とし

て結果を述べる（図 2.2参照）。 

図 2.4は記録的な冷害となった 1993年と平年以上の収量となった 2000年におけるGAEZモデ

ルの改良前・改良後１・改良後 2での収量ポテンシャル計算結果である。改良前と比較し改良後は

両年とも地域差が拡大している。また、改良後は両年の収量ポテンシャルの差が大きくなっている。

改良後 1で収量減少がみられる地域は出穂遅延によるもので、改良後 2で収量減少がみられる地

域は出穂遅延に加えて障害型冷害の影響を受けたことを示しており、1993年で顕著である。  

以降は作付地域で集計した値を用いて観測収量との比較を行う。図 2.5 は改良前、改良後 1、

改良後 2 における北海道全域平均収量の比較結果である。改良前は観測の収量変動をほとんど

                                                        
2
 北海道ほか（2011）の不稔歩合推定値は各気温条件に対し 65～30%のように幅を持った値とな

っている。本研究ではこの低位値（65～30%の場合は 30%）を用いた。北海道ほか（2011）にない

気温条件に対する不稔歩合（表 2.4の網掛け部分）は、直近の気温条件の中位値（65～30%の場

合は 47.5%）を設定した。直近の気温条件が本研究による設定値である場合は、設定値を勘案し

適切な値を設定した。 
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再現しないのに対し、改良後 1 では収量は過大となるが変動の再現性は向上する。先述の通り、

過大傾向は主にバイオマス生産率の計算式変更によるものである。変更はバイオマス生産率計算

のための日射量の計算方法に対して行ったことから、日射量の処理方法については今後精緻化

が必要である。変動の再現性向上は出穂遅延による成熟期間短縮の効果を考慮したことの寄与

が大きく、併行型の冷害といわれる 1992年、1993年、2002年、2003年（北海道ほか, 2011）で収量

にやや落ち込みがみられる。しかし、1993年や 2003年などの大幅な収量減少は再現しきれておら

ず、2002年や 2003年の収量減少は冷害のなかった 1998年の収量と同程度となっている。障害型

冷害を考慮した改良後 2ではこれら併行型の冷害時の収量減少を再現し、変動の再現性がさらに

向上する（表 2.5）。また、障害型の冷害といわれる 1987年（北海道ほか, 2011）で改良後 1と比較し

収量の減少がみられるようになった。以上より北海道の観測収量変動の再現には障害型冷害の考

慮が特に重要であることが分かった。障害型冷害は出穂日を基準とした特定期間の気温条件に基

づき推定していることから、適確な出穂日を推定することも重要であると考えられる。 

本研究の結果から、気温条件のみから推定した障害型冷害の影響によって北海道におけるコメ

収量の冷害影響を概ね再現可能であることが分かった。これは北海道のコメの品種が感温性の高

い性質を持つことによる（北海道ほか, 2011）と考えられる。一方、1988年には観測にはない収量の

大幅な減少が計算され、2003 年の冷害時の収量減少は過大評価となっている。出穂日の推定値

の統計値との誤差は 2003年の函館地域で約 3.2日、1988年の北見地域で約 2.2日であるが大幅

な誤差ではなく、出穂日のずれが障害型冷害推定の誤差に寄与したとは考えにくい。不稔発生の

多少は昼夜の気温差やその継続日数、日照時間、品種の耐冷性、稲体の窒素濃度などにより変

わるといわれており（北海道ほか, 2011）、再現性悪化の要因はこれらの要素を考慮していないこと

による可能性があると考えられる。 

図 2.6に改良後 1および改良後 2の支庁平均での観測収量との比較結果を示す。観測の収量

変動は地域による差が大きく、網走地方や十勝地方では年ごとの変動が大きいのに対し、空知地

方や上川地方では安定しており、渡島地方や後志地方などは両者の中間的な特徴を持つ。出穂

遅延の影響を考慮した改良後 1では収量の変動は良く再現しており、市町村別にみても再現性は

大きく向上する（表 2.6）。観測ほど変動に地域差はみられないが、空知、上川、後志と比較し網走、

渡島、十勝地方では変動幅がやや大きくなっており、出穂遅延による成熟不良のリスクが高いこと

が示唆される。改良後2では各地域の冷害時の収量減少幅や頻度を良く再現し、地域差を非常に
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良く再現している。改良後 2 は改良後 1 にさらに障害型冷害を考慮した状態であることから、北海

道の収量変動の地域差をもたらす要因として障害型の冷害が関係していることが示唆される。障害

型冷害の収量変動への寄与の大きさは冷害係数と改良後2の収量変動がほぼ同期していることか

らも推測できる。網走地方や十勝地方は冷害係数の変動が大きく、障害型冷害のリスクが高いの

に対し、空知、上川、渡島、後志地方では係数がほぼ 1 で安定しており、リスクが低いことが示唆さ

れる。網走地方や十勝地方では先述の通り出穂遅延の影響も受けやすく、冷害リスクが非常に高

い地域であることが示唆される。 

 

2.5 まとめ 

本章では、広域スケールの潜在作物生産性モデルである GAEZ を北海道へ適用するためにモ

デルの改良を実施し、改良前と改良後で観測のコメ収量変動の再現性を評価した。GAEZ モデル

における日本型イネの適性判定条件では、多くの年に北海道のほぼ全域で低温に関する条件を

満たさず収量がゼロとなったことから、広域モデルをそのまま北海道には適用できないことが分か

った。しかし、適性判定条件を撤廃し、さらにバイオマス計算論理の変更、出穂日推定論理の追加、

そして障害型冷害推定論理の追加を行うことで観測収量変動の再現性が大幅に向上した。 

まず、バイオマス量の計算のため LAI を作物係数から推定し、簡易有効積算気温から推定した

出穂日による LAI の変動と出穂遅延による成熟不良を考慮した場合、観測収量変動の再現性は

向上するが冷害時の大幅な収量減少は再現しなかった。さらに、出穂日を基準とした特定期間の

気温条件により障害型冷害の影響を推定し反映したところ、観測収量の再現性は大幅に向上した。

このことから、北海道の観測収量変動の再現には障害型冷害の考慮とそのための出穂日の推定

が特に重要であることが分かった。また、障害型冷害の考慮により北海道内の収量変動の地域差

も非常に良く再現できるようになったことから、収量変動の地域差をもたらす要因として障害型の冷

害が関係していると考えられた。本研究では出穂日の推定および障害型冷害の推定は気温条件

のみに基づいているため、北海道のコメ収量変動は気温条件で概ね説明できることが示された。こ

れは北海道のコメ品種が感温性の高い性質を持つことによるものと考えられる。 

本研究で GAEZ モデルの改良を行う際、北海道固有のパラメータとして新たに用いたのは出穂

日までの簡易有効積算気温（道内で 2 地域に分類）、品種の成長期間（耕種期日の統計値より推

定）、作物長、および障害型冷害の不稔歩合のみであり、これらは公表されているデータに基づい
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ている。本結果から、比較的容易なチューニングにより冷害も含めた変動を再現可能であることが

分かった。北海道において主要な障害である冷害リスクを評価できるようになったことで、現在およ

び将来の北海道におけるより信頼性の高い影響評価が可能になると考える。 

一方で、冷害に関して課題も残されている。本研究では遅延型冷害として出穂遅延による登熟

期間の短縮を考慮し、観測の収量変動と有意な相関が得られた。しかし、実際には出穂遅延のた

め秋冷により登熟不良となる場合や、出穂が遅延しなくても登熟期の低温により登熟不良となる場

合に遅延型の冷害が発生する（北海道ほか, 2011）。このため、低温による登熟割合への影響の考

慮が必要となる可能性があり、さらなる検討が必要である。 

本研究は気候変動による北海道のコメ収量変動への影響評価を行う前段階として、現在気候下

でのGAEZモデルの適用可能性を確認した。その結果、モデル改良により北海道における収量変

動を再現可能であることが示されたが、今後将来気候に適用する際にいくつかの課題が挙げられ

る。本研究では冷害影響は考慮したが高温障害の影響は考慮していない。北海道の気候がイネ

の高温障害に影響を及ぼすほど変化する場合には、モデルに高温障害の論理を組み込む必要

がある。また、本研究では CO2の施肥効果を考慮しなかった。気候変動だけでなく、CO2濃度の増

加に伴い収量にどの程度の影響があるのか検討する必要がある。 

GAEZ モデルでは灌漑地域は水ストレスを受けないと仮定している。しかし、将来の気候変動に

より融雪が早期化し、必要な時期に十分な灌漑用水を確保できなくなる可能性も否定できないた

め、水ストレスの仮定についてさらなる検討が必要になると考えられる。 
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表 2.1 GAEZモデルの入力データ 

GAEZ入力項目名 北海道適用時の使用データ 

気候データ 

日平均気温（°C）、
日降水量
（mm/day）、日平
均放射（W/m

2）、
日平均風速
（m/s）、気温日較
差（°C） 

日平均風速以外： 

アメダスメッシュ化データ（清野, 1993） 

（気温日較差は日最高気温（°C）と日最低気温（°C）から算出） 

日平均風速： 

JRA-25 長期再解析データ（Onogi et al., 2007）を WRF（Weather 

Research and Forecasting）モデル（Skamarock et al., 2008）によりダウン
スケール 

行政区域界 国土数値情報（国土交通省） 

土壌タイプ Digital Soil Map of the World（FAO, 1995） 

標高 GTOPO30（USGS, 1996） 

作付面積 作物統計（農林水産省農林経済局統計調査部 a, b）、北海道農林水産統

計年報（農林水産省北海道統計情報事務所）、国土数値情報（国土交通

省） 

灌漑面積率 使用しない（全域で灌漑ありと仮定） 

肥料使用量（入力レ
ベルの算出に使用） 

World Development Indicators（World Bank, 2006） 
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表 2.2 地域分類と支庁の対応関係 

地域名称 支庁名 

札幌 留萌、上川、空知、石狩 

函館 後志、胆振、檜山、渡島 

帯広 日高、十勝、釧路 

北見 根室、網走、宗谷 
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表 2.3 本研究の実験設定 

項目 設定内容 

モデル GAEZモデル 

対象期間 1985年～2005年（21年間） 

対象領域 139°E～146.5°E、41°N～46°N 

（北海道全域） 

解像度 東西 0.05°×南北 0.05° 

対象作物 日本型イネ（成長期間 128日） 

植付日 4地域毎に固定 

気候条件 日平均気温（°C）、日最高気温（°C）、日最低気温（°C）、日平均放射（W/m
2）、

日降水量（mm/day）、日平均風速（m/s） 
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表 2.4 障害型冷害の不稔歩合（%）。北海道ほか（2011）による不稔歩合の低位値を引用。ただし

網掛け部分は本研究による拡張である。 

前歴期間平

均気温（°C） 

危険期間平

均気温（°C） 

開花期間最高気温（°C） 

<20 <21 <23 ≧23 

<16 <16 100 100 100 100 

 <17 100 92.5 90 90 

 <18.2 90 82.5 80 77.5 

 <19 70 57.5 37.5 27.5 

 ≧19 65 47.5 22.5 12.5 

<18 <16 100 92.5 90 90 

 <17 92.5 85 80 80 

 <18.2 82.5 75 65 60 

 <19 57.5 45 25 20 

 ≧19 47.5 30 5 5 

≧18 <16 95 85 80 77.5 

 <17 85 75 70 65 

 <18.2 72.5 55 40 35 

 <19 57.5 45 25 20 

 ≧19 47.5 30 5 5 
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表 2.5 GAEZによる北海道全域平均収量の観測との比較。MBEは平均誤差、RMSEは二乗平均

平方根誤差、Rは相関係数。**は 1%危険率で有意な相関であることを示す。 

 改良前 改良後 1 改良後 2 

MBE（kg/ha） 128.51 665.86 65.03 

RMSE（kg/ha） 742.40 848.73 701.11 

R 0.390 0.768** 0.835** 
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表 2.6 GAEZ収量と観測の支庁別・市町村別比較。MBE、RMSE、Rは作付地域のない 3支庁を

除く 11支庁の平均。**は 1%危険率で有意な相関であることを示す。1%危険率で有意な相関

となる市町村数は 1985～2005年全てで収量がゼロではない市町村のみについて集計した。 

 改良前 改良後 1 改良後 2 

MBE（kg/ha） 569.71 934.24 258.01 

RMSE（kg/ha） 1217.84 1238.56 899.11 

R 0.420 0.695** 0.814** 

1%危険率で有意な

相関となる市町村数 
15 /110 101 /110 106/110 
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図 2.1 2000年の作付面積分布と支庁の位置 

 

  

（ha） 
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図 2.2 作物成長計算の流れとモデル改良方法。2.4節「結果と考察」で用いた改良方法の分類を

併せて示す。 

 

  

植付可能期間の算出 

農業気象制約係数の算出 

実際の成長期間の算出 

気温による適性判定 

バイオマス量の計算 

水ストレス係数の算出（灌漑の場

合は水ストレスなしと仮定） 

品種パラメータ 

気候条件 

気候条件のみを考慮した収量 

(1) 気温条件の変更 

 植付可能期間判定時の日平

均気温条件の変更 

 気温による適性判定の削除 

(2) バイオマス量計算論理の変更 

 バイオマス生産率計算の変更 

 バイオマス量計算方法の変更

（平均気象→日別の気象） 

 LAI算出方法の変更 

(3) 出穂日推定論理の追加 

 簡易有効積算気温による推定 

 出穂日による LAI変動の考慮 

(4) 障害型冷害推定論理の追加 

 気温による冷害係数設定 

作物成長計算モジュール モデル改良方法 入力・パラメータ 

改良前 

改良後 1 

改良後 2 
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図2.3 簡易有効積算気温による出穂日推定値の地域別平均と統計値（農林水産省農林経済局統

計調査部b；農林水産省農林経済局統計調査部c）の比較。推定値はモデル改良手順（図2.2）

の（1）～（3）までを適用した場合に収量がゼロ以外の格子の出穂日を平均した値。エラーバー

は各地域に含まれる格子の出穂日推定値の標準偏差を表す。 

 

  

札幌 函館 

帯広 北見 

年 年 
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図2.4 1993年、2000年における改良前・改良後1・改良後2の収量ポテンシャル計算結果 

 

  

(1) 1993年 

(2) 2000年 

a) 改良前 b) 改良後 1 c) 改良後 2 

（kg/ha） 
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図2.5 GAEZ改良前、改良後1、改良後2の北海道全域平均収量の観測との比較。エラーバーは収

量標準偏差で、GAEZは格子単位、統計値は市町村単位である。 

  

a) 改良前 

b) 改良後 1 

年 

c) 改良後 2 
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図2.6 GAEZの改良後1、改良後2の支庁平均収量の観測収量との比較。上から空知（北海道中央

内陸部）、上川（中央内陸部）、網走（東部オホーツク海側）、渡島（南部太平洋側）、十勝（東

部太平洋側）、後志支庁（西部日本海側）。改良後2は障害型の冷害係数を棒グラフで示して

いる。  

a) 改良後 1 b) 改良後 2 

空知 

網走 

渡島 

十勝 

後志 

空知 

網走 

渡島 

十勝 

後志 

上川 上川 

年 年 
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第 3章 

 

生育期間の気温上昇に対する冷害によるイネの不稔の感受性：北海道

におけるケーススタディー 

 

 

要旨 

日本北部に位置する北海道では、現在気候下において冷害によるイネの減収が頻発している。

近年いくつかの研究で、イネの生育季節が早期化するため温暖化しても冷害が減少しない可能性

があることが指摘されている。本章では気温の経年変動に着目し、気温上昇に伴うイネの不稔の

幅の変化を評価した。日平均気温および日最高気温を一様に上昇させ、北海道のローカルな品

種であるきらら 397 の不稔率を計算した。概して、長期平均の不稔率は気温上昇とともに減少した。

しかし、個々の年や移植日において、いくつかのケースではイネの不稔が現在と同程度となるか、

現在より悪化した。本研究ではこれを「促進された冷害（Accelerated cool summer damage；ACSD）」

と呼ぶ。気温上昇ケースでは生育が加速し、低温に脆弱な期間が前進する。前進した脆弱な期間

の気温が現在の脆弱な期間の気温以下となるとき、ACSDが発生する。温暖化しても低温に脆弱

な期間の気温上昇度が気温の経年変動幅を超えないため、冷害を引き起こすようなイネの不稔は

将来も残る可能性がある。また、気温の経年変動幅が拡大すると、温暖化した気候下で不稔の極

大値の程度が増大する可能性があることが分かった。このことは、たとえ気温上昇により長期平均

でみるとイネの不稔が軽減しても、気温の経年変動により不稔の程度が増大する可能性があること

を示唆する。 
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3.1 はじめに 

北海道は日本における稲作の北限地域である。北海道は、1884–2010 年の期間において約 4

年に一度冷害の被害に見舞われている（北海道ほか, 2011）。日本の年平均気温は 1898–2012年

の期間に 1.15°C/世紀の割合で上昇しているが（気象庁, 2013b）、第 1章図 1.2に示すように近年

でも北海道では2003年と2009年に冷害が発生した。北海道において冷害は現在でも重大な問題

である。近年、21 世紀末までの温暖化予測が数多く行われており、SRES A2、A1B、B1 シナリオ

（Nakicenovic et al., 2000）における日本の平均気温は 20世紀末から 21世紀末にかけてそれぞれ

4.0°C、3.2°C、2.1°C 上昇すると予測されている（文部科学省ほか, 2009）。温暖化に伴い冷害のリ

スクがなくなるのかどうかは関心事である。 

イネの冷害のうち遅延型冷害は、気温の上昇により生育可能期間が長くなると見込まれるため、

温暖化とともに減少すると予測されている（丹野, 2012）。しかし、障害型冷害は生育季節の早期化

（Shimono, 2011）、すなわち気温上昇によりイネの生育速度が加速し、穂ばらみ期、出穂期、開花

期のような重要な生育ステージのタイミングが前進することにより、温暖化してもリスクが減少しない

可能性がある。 

Shimono（2011）は冷却量（cooling degree-days; CDD）の概念に基づく生育モデル（内島, 1976；

Shimono et al., 2005）を用いて、北日本のイネの穂ばらみ期の低温に起因する潜在的な収量減少

を評価した。穂ばらみ期とは、生殖期間の中で低温に対する感受性を持つ期間のひとつである。

Shimono（2011）は 1961 年から 2010 年の期間に出穂日が早期化しており、穂ばらみ期（Shimono

（2011）は出穂の 6–15 日前と定義している）の気温が低下していることを示した。そして、穂ばらみ

期の低温障害による潜在的な収量減少が増加していることを明らかにした。Shimono（2011）は温

暖化の結果、生育季節が前進することで将来の収量減少のリスクが増大する可能性があることを

示唆した。同様に、丹野（2012）は北海道の 6 地点の現在と将来における穂ばらみ期の平均気温

を評価した。その結果、穂ばらみ期の暦日が前進するため、穂ばらみ期の気温の上昇は 7 月全体

の気温上昇より小さいことを示した。さらに、穂ばらみ期の気温が18.5°C（不稔のリスクが著しく増大

するといわれる）以下になる確率は 2030 年代においてもゼロではなかった。丹野（2012）は、春の

気温上昇により生育が加速するため、障害型冷害のリスクは今後も残ると指摘した。下野（2008）は、

生育の早期化を要因として挙げていないが、春のみ気温が上昇した場合に北日本の冷害リスクが

増大することを示した。 
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これらの先行研究は、主にイネの不稔による冷害の数十年間の平均的な変化に着目していた。

しかし、イネの不稔は低温に脆弱な期間に低温に遭遇すると発生し、気温は経年変動することから、

年々変動する。たとえ気温上昇によってある一定期間の平均的な不稔の程度が軽減しても、低温

に脆弱な期間の気温の経年変動幅が拡大すれば期間中の最大の不稔の程度は増大するかもし

れない。したがって、低温に脆弱な期間の早期化に加えて気温の経年変動に着目した評価が必

要である。 

本章では、北海道における気温上昇に伴うイネの不稔の変動幅（以降、「不稔の幅」と言及する）

の変化を評価し、不稔の幅に対する気温の経年変動の寄与について議論する。 

 

3.2 データと方法 

3.2.1 対象地域 

図 3.1は北海道の 2000年におけるイネの作付面積分布である。データは第 2章 2.2.3節で作成

した 0.05°格子のデータセットを引用した。このデータの分布情報は国土交通省による 1997年の国

土数値情報の土地利用データに基づいており、面積の値は農林水産省の 2000 年の市町村別作

付面積データで補正されている。イネの作付地域は北海道中央部から日本海側にかけて広がっ

ており、十勝地方（池田周辺）とオホーツク海側に点在している（図 3.1）。本研究では、これらの地

域を包含するように 7地点を選択し解析を行った（図 3.1）。 

 

3.2.2 データセット 

1986年から 2005年の 20年間の日平均気温と日最高気温データを使用した。データは第 2章

と同じく農業環境技術研究所提供のアメダスメッシュ化データ（清野, 1993）を用いた。このデータ

セットは北海道全域を含む。元のデータセットの解像度は緯度方向 30秒、経度方向 45秒（約 1km

×1km）である。第 2章と同様に、本章でもこのデータセットを 0.05°格子データに平滑化したものを

使用した。なお、データは粗グリッドに含まれる密グリッドデータを平均して生成し、標高などによる

補正は行わなかった。すべての計算を空間解像度 0.05°で行い、7 地点についてはそれぞれに最

も近接するグリッドデータを用いた（図 3.1）。 

イネの不稔に与える気温変化の影響を解析するため、気温を 1°C刻みで 5°Cまで上昇させる感

度分析を行った。いくつかの気候予測データが入手可能であるが、これらはトレンドと経年変動の
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双方に大きな不確実性がある（気象庁, 2008）。このため、特定の将来予測データを用いる代わり

に、簡単のため現在の気温を時空間一様に上昇させることにした。以降、気温を X°C 上昇させた

ケースを「T+X ケース」と呼ぶ（例えば、2°C 上昇ケースを「T+2 ケース」、現在の気温のケースを

「T+0 ケース」と呼ぶ）。先のモデル予測（文部科学省ほか, 2009）と比較すると、ここで与えた気温

上昇度は 21世紀末までに予測される気温上昇幅をほぼ包含する。 

 

3.2.3 イネの不稔の計算方法 

イネの不稔の程度を評価するため、田中ほか（1997）が開発したモデルを用いた 1。このモデル

はイネの低温に最も脆弱な期間の日平均気温と日最高気温をもとにイネの不稔率を計算する。モ

デルでは脆弱な期間として（1）前歴期間、（2）穂ばらみ期、（3）開花期間の 3 つの期間を考慮して

いる。不稔の主要因は花粉の異常発達であり（日本農業気象学会北海道支部, 2012）、これら 3つ

の期間は花粉の発達と受粉に密接に関わるため、期間内に受けた障害はイネの不稔に大きく影

響する。花粉の元となる細胞は前歴期間に活発に分裂する。穂ばらみ期には花粉の元となる細胞

の分裂が止まり、花粉が成熟する。穂ばらみ期に低温に遭遇すると花粉が正常に成熟できず、不

稔が発生する。開花期間において低温は受粉を阻害し、不稔を引き起こす。本モデルではイネの

不稔率を以下の式で計算する： 
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添え字nの1, 2, 3はそれぞれ前歴期間、穂ばらみ期、開花期間を表し、 1T および 2T はそれぞれ前

歴期間と穂ばらみ期の日平均気温の平均値、 3T は開花期間の日最高気温の平均値である。 cT は

限界温度、 nA は温度に対する反応の傾きを表す係数、 nhT は各期間の影響で不稔率が 50%とな

る温度、 nY は各期間の気温が稔実率に及ぼす効果で、S が全体の不稔率を表す（北海道協同組

                                                        
1
 第 2章では表 2.4のように不稔歩合を離散的に推定したが、ここでは不稔率をより精緻に計算す

るため、農業試験データに基づき作成された不稔率の推定式を用いた。 
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合通信社ニューカントリー編集部, 2007）。限界温度 cT は穂ばらみ期の平均気温で、前歴期間の

気温が不稔率（S）に及ぼす影響を無視できる最低の気温を示す（北海道協同組合通信社ニュー

カントリー編集部, 2007）。本研究では、不稔率 Sを用いてイネの不稔の程度を評価した。 

低温に脆弱な期間の開始と終了時期を決定するため、発育モデルを用いた（田中ほか, 1997；

北海道協同組合通信社ニューカントリー編集部, 2007）。このモデルはイネの生育ステージを数値

的に示す発育指数（DVI）を計算する。DVIは、1日当たりの発育速度である発育速度（DVR）の積

算値である。DVIは出芽時に 0、幼穂形成期に 1、出穂期に 2 と定義される。移植時のDVIである

DVItpは、移植時の葉数（NLtp）に基づき決定する。一連の指標は以下の式で表される： 

 

 )(exp1
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T は日平均気温、G は各ステージ（幼穂形成期または出穂期）に達するまでに必要な最低日数、A

は温度に対する反応の傾きを表す係数、 hT は DVRが最大値の 1/2 となる温度、Bはパラメータで、

添え字の i は移植日からの日数を示す。本研究では NLtpを 4 とした。DVI が 1.000 から 1.403 の

期間が前歴期間に相当する。同様に、DVI が 1.403 から 1.672 の期間が穂ばらみ期、1.885 から

2.174 の期間が開花期間に相当する（田中ほか, 1997；北海道協同組合通信社ニューカントリー編

集部, 2007）。 

本研究で用いたパラメータを表 3.1に示す（田中ほか, 1997；北海道協同組合通信社ニューカン

トリー編集部, 2007）。すべてきらら 397 に対するパラメータである。不稔率に対するパラメータは

1988年から 1993年の農試作況データに基づき決定され、DVIに対するパラメータは 1988年から
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1995年の農試データと 1996年の現地データをもとに決定された（田中ほか, 1997）2。 

 

3.2.4 解析のコンセプト 

ここで、本章の着眼点を明確にするため、不稔の幅と気温の経年変動の関係を概念的に示す

（図 3.2）。現在において、冷害は通常年には発生しないため、冷害を引き起こすような深刻な不稔

は長期平均の気温のもとでは発生しないと仮定する。一方、現在の気温の経年変動の最低気温に

おいて冷害を引き起こす不稔が常に発生すると仮定する。仮に低温に脆弱な期間のタイミングが

固定であるなら、期間における気温上昇度と温暖化による気温上昇度は等しい。この場合、温暖

化による気温上昇度が経年変動幅より大きければ、深刻な不稔はなくなる。しかし、先行研究で指

摘されているように（Shimono, 2011；丹野, 2012）、脆弱な期間のタイミングは前進する。したがって、

期間の気温上昇度（ΔT ）は温暖化による気温上昇度（X）より小さい（図 3.2）。 

図 3.2の各箱ひげ図は低温に脆弱な期間の数年間での気温の幅を表す。T+0 ケースと T+Xケ

ースはそれぞれ現在および X°Cの気温上昇ケースである。Tbと Tb’をそれぞれ T+0ケースと T+X

ケースの経年変動の最低気温と定義すると、脆弱な期間の早期化度合いにより、（1） T'Tb  、（2）

T'TT bb  、（3） bb T'T  の 3 つのクラスが考えられる。脆弱な期間の早期化度合いが小さいクラ

ス 1では、深刻な不稔はなくなる（図 3.2a）。早期化度合いが中庸のクラス 2では、イネの不稔が悪

化することはないが、なくなることはない（図 3.2b）。一方、早期化度合いが大きいクラス 3では、イネ

の不稔の程度が悪化する（図 3.2c）。温暖化による気温上昇（X）が時空間一様であっても、T+Xケ

ースにおける前進した脆弱な期間の気温の経年変動幅（Dm’）は、必ずしも T+0 ケースにおける元

の脆弱な期間の経年変動幅（Dm）と一致しない。脆弱な期間が大きく前進しなくても、気温の経年

変動幅が拡大するとイネの不稔の程度は悪化する（図 3.2d）。以降では、この最後のケースをクラス

3’として扱う。ΔTが負でない（クラス 3’）か負である（クラス 3）かにより、クラス 3’とクラス 3 を区別す

る。以上で述べた 4つのクラスに従い、気温上昇ケースのイネの不稔について議論する。 

 

 

 

                                                        
2
 式（3.1）～式（3.5）、および表 3.1に示すパラメータにより推定した不稔率の推定精度は、標準推

定誤差で約 10%である（田中ほか，1997）。 
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3.3 結果 

3.3.1 促進された冷害（Accelerated cool summer damage；ACSD） 

各気温上昇ケースについて、各年の不稔率を評価した結果、T+1、T+2、…、T+5 ケースの不稔

率は T+0 ケースより高くなる場合と低くなる場合があることが分かった。双方の例を示し、両者の差

異について示す。 

例として北海道の主要稲作地域のひとつである岩見沢の 2005 年と 1993 年について示す（図

3.3）。気温上昇ケースでは生育速度が加速するため、気温上昇ケースのDVIは現在気候下より速

く増加する。生育の加速により低温に脆弱な期間のタイミングが前進する。前進した低温に脆弱な

期間の平均気温が T+0ケースにおける元の脆弱な期間の気温より低いとき、不稔率が T+0ケース

より高くなる。2005年は、T+2ケースの穂ばらみ期の気温がT+0ケースより低いため（図 3.3a）、T+2

ケースの不稔率（0.34）は T+0 ケースの不稔率（0.03）より高かった。1993 年は、T+2 ケースの 3 つ

の期間の気温が T+0ケースより高いため（図 3.3b）、T+2ケースの不稔率（0.09）は T+0ケースの不

稔率（0.72）より低かった。本研究では、気温が上昇したとき不稔率が現在以上となる、すなわちイ

ネの不稔が軽減しない場合を「促進された冷害（Accelerated cool summer damage；ACSD）」と呼ぶ

ことにする（図 3.3a）。 

不稔率は移植日により大きく変動するため、ACSD の発生と程度は移植日に強く依存する（図

3.4）。ACSDは、現在の北海道の標準的な移植期間である 5月 20日から 5月 31日の付近に移植

した場合にも発生する可能性がある。ACSD の発生と程度は地域や年によっても異なる（図表省

略）。これは、地域や年により気温の変動と低温に脆弱な期間のタイミングの双方が変動するため

である。 

 

3.3.2 イネの不稔の確率変化 

イネの不稔の幅を考察するため、20 年間の不稔率を評価した。移植日は北海道の現在の標準

的な移植期間の中日である 5月 26日に固定した。T+0ケースでは全地点で不稔率の中位値が低

く（ 16.0 ）、このことは図 3.5の地点が現在の作付地域であることから合理的である（図 3.5）。一方、

不稔率の平均値は中位値より高い。これは、数年の極端に高い不稔率が平均値に影響を及ぼし

ていることを示唆する。しかし、気温上昇ケースでは中位値と平均値の双方が低くなる。すなわち、

気温が上昇すると概してイネの不稔は軽減する（図 3.5）。岩見沢や旭川では、T+3、T+4、T+5 ケ
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ースにおいてイネの不稔はほとんど発生しなかった。冷害は現在でも不稔の程度が大きいときに発

生し、通常の状態（20年間の平均や中位の不稔率）では発生しないため、以降は不稔の極値に着

目する。不稔率の最大値や 75 パーセンタイル値が気温上昇とともに減少しない地点がいくつかあ

ることは注目すべきことである。このことは、ACSD により不稔の極値の程度が現在気候下と同程度

にとどまるか、増大しうることを示している。池田と三石では、T+1、T+2、T+3 ケースの不稔率の最

大値が T+0ケースより高い（図 3.5）。岩見沢においても、T+1ケースの 75パーセンタイル値が T+0

ケースより高い。このように、不稔の極値が軽減しにくいことにより、イネの不稔の幅は容易には小さ

くならない。 

移植日を 5月 20日から 5月 31日まで 12日間変化させ、気温上昇ケースで高位のパーセンタ

イル値の不稔率が減少するかどうかを調べた。図 3.6は、気温上昇ケースの当該パーセンタイル値

の不稔率がT+0ケース以上となり、かつ15%を上回る頻度（12の移植日のケースのうち条件を満た

すケースの数）を示す。15%以下の不稔率は収量に影響しないため（北海道ほか, 2011）、気温上

昇ケースで 15%以下の不稔率となる場合はカウントしなかった。T+1 ケースでは、頻度の分布がパ

ーセンタイル間で異なる（図 3.6a, b, c, d）。20年平均の不稔率における頻度は三石の北側から北

海道南西部にかけての地域と池田周辺で大きい。一方、中位値における頻度は北海道のほとんど

の地域で小さい。最大不稔率における頻度は池田周辺とオホーツク海近辺で大きく、中には平均

不稔率の頻度が小さい地域を含む。これらの地域のいくつかの格子では頻度が 12/12 で、このこと

は T+1ケースではイネを 5月 20日から 5月 31日の間のいつ移植しても最大不稔率が現在以上と

なることを示唆する（図 3.6a）。主要稲作地域を含む北海道中央部では、T+1ケースの 75パーセン

タイル値の頻度が 6/12 前後であった（図 3.6b）。これらの地域でも、T+1 ケースにおいて不稔の極

値は必ずしも軽減しない。T+3 ケースでは、池田周辺を除いて不稔率の最大値と 75 パーセンタイ

ル値の双方がほぼゼロとなった（図 3.6e, f）。 

以上のように、気温上昇により長期平均では不稔が軽減しても、ACSDにより不稔の極値が現在

と同程度にとどまるか、さらに増大する可能性があることが明らかとなった。 

 

3.4 考察 

本節では、なぜ不稔の極値が現在以上となりうるかについて、低温に脆弱な期間の気温上昇度

と経年変動幅に着目し議論する。（1）低温に脆弱な期間が早期化することを確認し、（2）低温に脆
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弱な各期間がイネの不稔に与える寄与を評価したうえで、（3）図 3.2に示した概念に従い期間の気

温上昇度と経年変動幅について考察した。移植日は再び 5月 26日で固定とした。 

 

3.4.1 気温上昇に伴う低温に脆弱な期間の早期化 

T+0ケースにおいて、前歴期間は 7月中旬を中心に 7月上旬から下旬に広がり、穂ばらみ期は

7月中旬～下旬を中心に 7月中旬から 8月中旬にかけて広がる（図 3.7）。開花期間の時期は地点

により異なり、旭川、岩見沢、今金、北斗では 7月下旬を中心に 7月下旬から 8月中旬にかけて広

がり、三石、池田、北見では 8月中旬を中心に 7月下旬から 8月下旬にかけて広がる。3つの期間

各々の時期の分散は旭川や岩見沢のような主要稲作地域で比較的小さく、三石、池田、北見で大

きい。T+0 ケースにおいて期間の時期や分散は地点により異なるが、気温上昇に伴うこれらの変化

は全地点で共通していた。すなわち、2°Cまでの気温上昇度では各期間は 1°Cにつき約 5日の割

合で早期化した（図 3.7）。2°C を超える気温上昇では、早期化の速度と分散の双方が小さくなった。

また、気温上昇により各期間の長さはやや短縮した（表 3.2）。 

 

3.4.2 低温に脆弱な期間の気温に対するイネの不稔の感受性 

3.2.3 節で定義された前歴期間、穂ばらみ期、開花期間の各気温が稔実率に及ぼす効果（Y1、

Y2、Y3）で不稔率を分解した。概して、Y2 が小さいときに不稔率が高く、Y2 が大きいときには不稔率

は低かった（図 3.8）。一方、不稔率が高いときであっても Y3はほぼ 1であったことから、Y3はイネの

不稔にほとんど寄与しない。Y1が小さいにもかかわらず不稔率が低い場合があることは（例：T+0 ケ

ースの 1986年および 2005年）、Y1は必ずしも不稔率に影響しないことを示す。式（3.2）で定義され

たように、Y1は T2<Tcのとき（すなわち、Y2<0.65 のとき）のみ不稔率に寄与する。T+0 ケースと T+1

ケースの 1993、1988、2003年および T+1ケースの 1986年のように、T2<Tcのとき Y1と Y2の寄与に

より不稔率は非常に高くなる（>0.5）。すなわち、T2が Tcを下回ると、非常に高い不稔率となる。また、

T2>Tcであっても Y2の寄与で T+0 ケースより高い不稔率が発生する。例えば、2005 年について、

T+2 ケースの不稔率は Y2が小さくなったために T+0 ケースより高かった。以上のように、本研究の

研究対象地域においては、イネの不稔は穂ばらみ期の気温に最も敏感であることが分かった。 
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3.4.3 イネの不稔と気温の経年変動の関係 

以降では、イネの不稔を決定する上で重要な生育ステージである穂ばらみ期に着目する。T+0

ケースから T+5 ケースの穂ばらみ期が主に分布する時期において、気温の季節変化は全地点で

類似している（図 3.9）。6月下旬から 7月下旬の 1か月で平均気温は約 4–5°C上昇することから、

気温の上昇率は約 0.7°C/5 日である。一方、地点や日によって異なるものの、各暦日の経年変動

幅は約 2–5°C である。したがって、この期間の気温の経年変動幅は気温の季節変化より大きく、気

温の経年変動幅は実質的である。経年変動幅は池田や北見で特に大きい。 

穂ばらみ期の気温の 20年平均値を表3.3に示す。穂ばらみ期の気温上昇度は与えた気温増分

より常に小さい（例：岩見沢ではT+2ケースについて、ΔT = 20.53 − 20.29 = 0.24°C << 2°Cである）。

気温上昇度が 2°C までの場合、穂ばらみ期の気温はほとんど上昇せず（ 0ΔT  ）、20°C 程度にと

どまる。気温が 3°C以上上昇すると、地点間の気温差は大きくなり、T+5ケースの池田では約 20°C

のままであるのに対し、旭川では約 24°Cに達した。 

ここで、5 つの気温上昇度と 7 地点の組み合わせの計 35 ケースを図 3.2 に示した 4 つのクラス

に分類した。クラス 1、2、3、3’の該当数はそれぞれ 1、27、1、6であった。クラス 1は旭川の T+4ケ

ースのみ、クラス 3は岩見沢の T+1ケースのみで、クラス 3’には三石と池田の T+1、T+2、T+3ケー

スが該当した。残りのケースはすべてクラス 2 であった。例えば、クラス 2 に分類される旭川の T+2

ケースでは、穂ばらみ期の気温上昇度ΔTは 0.58°C である（ 58.020.3520.93ΔT  °C）。穂ば

らみ期の気温の経年変動幅 Dm’は 2.01°C で（ 01.218.9220.93'Dm  °C）、T+0 ケースの経年

変動幅 Dmは 3.19°C である（ 19.316.1720.35Dm  °C）。ΔTは経年変動幅の拡大幅（Dm’ – 

Dm）より大きいが、Dm’より小さい（ 'DΔTD'DC1.18 mmm  ）。この場合、穂ばらみ期の前

進により穂ばらみ期の 20 年平均気温が T+0 ケースからほとんど上昇しないこと、および気温の経

年変動幅が（T+0 ケースより小さいものの）大きいことによりイネの不稔は容易には軽減しない。クラ

ス 2 が大半を占めることは、冷害を引き起こすようなイネの不稔はその程度が悪化することはほとん

どないが、T+5 ケースでも残ることを示唆する。先に述べたように、穂ばらみ期の気温が Tc

（=18.18°C）を下回ると不稔率が非常に高くなる。旭川や岩見沢では、2°C 以上の気温上昇で穂ば

らみ期の気温の最低値が Tcを上回るが、池田では T+5 ケースでも Tcを超えない（表 3.3）。したが

って、池田は特に深刻な不稔が発生するリスクが高い。 

クラス 3 と 3’は不稔の最大値が悪化するケースである。例えば、クラス 3’に該当する池田の T+2
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ケースでは、ΔTがゼロより大きく（ 0.66ΔT  °C  0°C）、Dm’と Dmはそれぞれ 4.32°C、2.84°Cであ

る。（Dm’ – Dm）はΔT より大きい（ ΔTD'DC1.48 mm  ）。この場合、穂ばらみ期の 20年間の平

均気温がやや上昇するにもかかわらず、気温の経年変動幅の拡大が不稔の最大値の悪化に寄与

する。クラス 3’の結果は、低温に脆弱な期間の早期化だけでなく気温の経年変動幅も不稔の最大

値の悪化に寄与することを示唆する。 

以上の議論に基づき、北海道全域の穂ばらみ期の気温の経年変動幅とクラス分類の分布を示

す（図3.10）。T+0ケースでは、イネの作付地域で他の地域より穂ばらみ期の20年平均気温が高い

（図 3.10a、図 3.1）。一方、穂ばらみ期の気温の経年変動幅は全地域でほぼ一様である（図 3.10d）。

T+2 ケースでは、特にイネの作付地域において平均気温はほとんど上昇せず（図 3.10b）、経年変

動幅は概して平均気温の上昇度より大きい（図 3.10b, e）。結果として、ほとんどの地域がクラス 2に

相当する（図 3.10g）。十勝地方とオホーツク海近辺ではほとんどの地域がクラス 3’に該当する。こ

れらの地域では、T+2ケースにおける前進した穂ばらみ期の気温の経年変動幅が T+0ケースにお

ける元の穂ばらみ期のそれより大きい（図 3.10d, e）。T+5ケースでは、主要稲作地域を含む北海道

中央部で平均気温が T+0 ケースから大幅に上昇する（図 3.10c）。これらの地域では、平均気温の

上昇度が気温の経年変動幅を超え、クラス1の地域が拡大する（図 3.10c, f, h）。対照的に、その他

の地域では平均気温の上昇度が小さく、気温の経年変動幅を超えない。このため、多くの地域は

クラス 2のままとなる。このように、北海道において気温の経年変動幅はイネの不稔に大きな影響を

及ぼす。 

本節では簡単のため穂ばらみ期のみの状態から不稔の程度を議論したが、イネの不稔は複数

の生育ステージの影響を受けるため、実際には穂ばらみ期の状態で不稔の程度が完全に決定づ

けられるわけではない。それでも、生育の加速のため低温に脆弱な期間の気温が劇的には上昇せ

ず、北海道において生育期間の気温の経年変動幅が実質的に大きいことから、長期平均のイネの

不稔が軽減する一方で、冷害を引き起こすような深刻な不稔は将来も残ると考えられる。 

 

3.5 結論 

本章では、北海道のローカルな品種であるきらら 397を用いて、一様な気温上昇のもとでの低温

によるイネの不稔の幅の変化について評価した。概して、長期平均のイネの不稔は気温上昇ととも

に軽減する。しかし、個々の年や個々の移植日のいくつかのケースで、「促進された冷害
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（Accelerated cool summer damage；ACSD）」が発生した。これは、気温が上昇したケースにおいて

もイネの不稔の程度が現在と同程度にとどまるか悪化することを意味する。気温上昇により生育が

加速することで、低温に脆弱な期間のタイミングが前進する。前進した脆弱な期間の気温が現在の

脆弱な期間の気温以下となる場合、ACSD が発生する。いくつかの気温上昇ケースでは、ACSD

により 1986–2005年の不稔率の最大値および 75パーセンタイル値が増大した。これは、ACSDに

より不稔の極値が現在と同程度にとどまるか、増大する可能性があることを示す。イネの不稔は低

温に脆弱な期間の気温上昇度と気温の経年変動幅の関係に関連づけられる。穂ばらみ期の 20年

平均気温の上昇度が前進した穂ばらみ期の気温の経年変動幅より小さいため、冷害を引き起こす

ような不稔が将来残る可能性がある。さらに、たとえ穂ばらみ期の 20 年平均気温が上昇しても、前

進した穂ばらみ期の気温の経年変動幅が元の穂ばらみ期のそれより大きい場合には不稔の最大

値が悪化する可能性がある。このことは、気温の上昇により長期平均の不稔が軽減しても、気温の

経年変動により不稔が増大する可能性があることを示唆する。本研究では、気候の将来予測に大

きな不確実性があることから、簡単のためすべての季節で気温が一様に上昇し、各暦日の気温の

経年変動幅が現在と同一であると仮定した。イネの不稔をより詳細に予測するためには、各季節の

気温変化を考慮した評価および気温の経年変動幅のより詳細な予測が求められる。 

イネの不稔を回避する対策として、イネの移植を遅らせる、生育が遅い新しい品種を導入する、

生育を遅らせるように品種を改良する、といった適応策が挙げられる。しかし、遅い移植や生育の

遅さは登熟期間における秋冷のような低温に遭遇するリスクを増大させる恐れがある。Nemoto et al.

（2012）は移植期、出穂期、登熟期の低温リスクと、不稔およびコメの品質に影響する高温リスクを

考慮したイネの耕作スケジュールの確率的リスク評価手法を提案した。適応策の効果や収量減少

に対する複合的リスクを評価するために、Nemoto et al.（2012）のような統合的評価を行う余地があ

る。 
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表 3.1 本研究で使用したパラメータ 

不稔率 

A1 Th 1 A2 Th 2 A3 Th 3 Tc 

1.111 17.53 1.023 17.58 1.167 20.14 18.18 

DVI 

移植～幼穂形成期 幼穂形成期以降 

A Th G B A Th G 

0.2861 17.07 28.95 0.1086 0.2983 15.85 20.93 

不稔率パラメータの決定と検証は田中ほか（1997）に従った。 
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表 3.2 移植日を 5月 26日とした場合の T+0、T+5ケースにおける低温に脆弱な 3つの期間（前歴

期間、穂ばらみ期、開花期間）の 20年平均日数 

ケース 旭川 岩見沢 今金 北斗 三石 池田 北見 

前歴期間 

T+0 12 12 12 13 12 13 13 

T+5 10 10 10 10 10 11 10 

穂ばらみ期 

T+0 7 7 7 7 7 7 7 

T+5 6 6 6 6 6 7 6 

開花期間 

T+0 7 7 7 7 8 8 8 

T+5 6 6 6 6 6 7 6 
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表 3.3 移植日を 5 月 26 日とした場合の穂ばらみ期の気温の 20 年平均値と 20 年平均の開始日

および終了日。括弧内は 20年間の最大値と最小値の幅を示す。 

ケース 
旭川 岩見沢 今金 北斗 

気温（°C） 開始–終了 気温（°C） 開始–終了 気温（°C） 開始–終了 気温（°C） 開始–終了 

T+0 
20.35 

（17.16–25.41） 
7/13–7/19 

20.29 

（17.25–24.70） 
7/17–7/23 

20.21 

（16.87–22.90） 
7/21–7/28 

20.20 

（16.45–23.29） 
7/19–7/26 

T+1 
20.55 

（17.45–23.36） 
7/9–7/15 

20.26 

（17.08–24.06） 
7/12–7/18 

20.37 

（17.09–22.99） 
7/16–7/23 

20.22 

（16.73–24.42） 
7/14–7/21 

T+2 
20.93 

（18.92–24.04） 
7/6–7/12 

20.53 

（18.21–22.96） 
7/8–7/14 

20.68 

（17.66–24.10） 
7/12–7/18 

20.56 

（17.45–22.56） 
7/10–7/16 

T+3 
21.86 

（20.06–24.30） 
7/3–7/8 

21.31 

（19.45–23.96） 
7/5–7/11 

20.96 

（18.82–22.77） 
7/8–7/14 

20.90 

（18.75–22.96） 
7/6–7/12 

T+4 
22.91 

（20.36–25.24） 
6/30–7/6 

22.21 

（19.64–24.34） 
7/2–7/8 

21.50 

（18.71–23.66） 
7/5–7/10 

21.66 

（18.97–23.94） 
7/3–7/9 

T+5 
23.78 

（20.29–25.62） 
6/28–7/4 

23.02 

（19.90–25.23） 
6/30–7/5 

22.36 

（19.84–24.66） 
7/2–7/7 

22.52 

（19.96–24.91） 
7/1–7/6 

 

表 3.3（続き） 

ケース 
三石 池田 北見 

気温（°C） 開始–終了 気温（°C） 開始–終了 気温（°C） 開始–終了 

T+0 
20.31 

（17.81–22.93） 
7/27–8/3 

19.55 

（16.71–23.49） 
7/28–8/4 

20.24 

（15.40–25.41） 
7/20–7/27 

T+1 
20.59 

（16.02–23.36） 
7/22–7/28 

20.49 

（16.53–23.89） 
7/22–7/29 

20.46 

（15.75–27.70） 
7/15–7/22 

T+2 
20.68 

（16.75–24.88） 
7/17–7/23 

20.21 

（15.89–25.53） 
7/17–7/24 

20.55 

（17.07–25.88） 
7/11–7/18 

T+3 
20.60 

（17.60–24.65） 
7/12–7/19 

20.49 

（16.25–25.78） 
7/12–7/19 

20.55 

（17.07–23.44） 
7/8–7/14 

T+4 
20.89 

（18.41–23.27） 
7/8–7/14 

20.43 

（18.07–23.65） 
7/8–7/14 

20.86 

（18.91–25.56） 
7/4–7/11 

T+5 
21.60 

（18.98–24.26） 
7/5–7/11 

20.85 

（17.66–24.04） 
7/5–7/11 

22.25 

（19.61–24.22） 
7/2–7/8 
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図 3.1 2000年の田作付面積と本研究で選択した 7つの解析地点 

 

  

岩見沢 

旭川 

今金 

北斗 
三石 

池田 

北見 

日本海 
オホーツク海 

（ha） 
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図 3.2 低温に脆弱な期間の気温上昇度と期間の早期化度、気温の経年変動の関係の概念図。X

は与えた気温の増分である。各箱ひげ図は低温に脆弱な期間の数年間の気温の幅を示す。

Tbと Tb’はそれぞれ T+0ケースと T+Xケースの経年変動の最低気温で、Tは T+0ケースの経

年変動の平均気温を表す。ΔTは T+Xケースの平均気温の T+0ケースからの上昇度である。

Dmと Dm’は気温の経年変動幅で、それぞれ bm TTD  、 'TΔTT'D bm  で表される。 

 

  

(a) 早期化度 小 (b) 早期化度 中 

(c) 早期化度 大 (d) 経年変動幅 大 

Tb′ > T 

Tb′ < Tb Tb′ < Tb 

Tb ≤ Tb′ ≤ T 
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図 3.3 （a）2005年、（b）1993年の岩見沢における 5月 26日に移植した場合の 7日間移動平均気

温と DVI の推移。実線は T+0 ケース、破線は T+2 ケースを示す。陰影を付けたボックスは低

温に脆弱な 3つの期間で、Cは前歴期間、Bは穂ばらみ期、Fは開花期間を表す。 

 

  

(a) 2005年 (b) 1993年 

C B F 
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図 3.4 1993 年の旭川における移植日を 4 月 1 日から 6 月 30 日とした場合の各不稔率。実線は

T+0 ケース、破線は T+2 ケースを示す。図中の赤矢印は ACSD が発生する（すなわち、気温

上昇により不稔率が現在以上となる）移植日の期間を表す。 
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図 3.5 現在および気温上昇ケースにおける 20年間（1986–2005年）の不稔率のパーセンタイル値。

移植日は 5月 26日である。エラーバー上端は最大値、ボックスの上端は 75パーセンタイル値、

十字マークは 50 パーセンタイル値、ボックス下端は 25 パーセンタイル値、エラーバー下端は

最小値で、円マークは平均値を表す。カラーは 2000年の田作付面積を表す（図 3.1 と同様）。 
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図 3.6 移植日を 5月 20日から 5月 31日とした場合（全 12事例）について、不稔率の各パーセン

タイル値が T+0 ケースのそれ以上となり、かつ 15%を上回る頻度。（上）T+1 ケース、（下）T+3

ケース。20 年間すべてについて、移植から 150 日以内に出穂した地域のみを考慮した。計算

の詳細は本文を参照されたい。 

 

  

(a) 最大値（T+1） (b) 75th値（T+1） (c) 50th値（T+1） (d) 平均値（T+1） 

(e) 最大値（T+3） (f) 75th値（T+3） (g) 50th値（T+3） (h) 平均値（T+3） 
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図 3.7 岩見沢（左）および北見（右）における、（a）前歴期間、（b）穂ばらみ期、（c）開花期間の 20

年間の出現時期の確率分布。移植日は 5月 26日である。棒グラフは現在、折れ線グラフは気

温上昇ケースを示す。横軸の JUN1, JUN2, …, は半旬の番号を示す。例えば、JUN1は 6月 1

日から 5 日、JUN2 は 6 月 6 日から 10 日を表す。JUL6 と AUG6 のみ 6 日間で、それぞれ 7

月 26日から 31日、8月 26日から 31日となる。各期間に含まれる日にちを年を区別せずに半

旬に割り当てた。 

 

  

(a) 前歴期間 

(b) 穂ばらみ期 

(c) 開花期間 

(a-1) 

(b-1) 

(c-1) 

(a-2) 

(b-2) 

(c-2) 

岩見沢 北見 
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図 3.8 （a）T+0 ケース、（b）T+1 ケース、（c）T+2 ケース、（d）T+3 ケースについて岩見沢の不稔率

の時系列を昇順で示したもの。移植日は 5月 26日である。稔実率に対する気温影響である Y1、

Y2、Y3 および（ 3211 YYY  ）と（ 321 YY  ）も示している。黒の棒グラフが不稔率で、円マーク

は Y1、三角マークは Y2、十字マークは Y3である。薄い灰色の棒グラフは（ 3211 YYY  ）、水色

の棒グラフは（ 321 YY  ）を表す。 

 

 

(a) T+0 (b) T+1 

(c) T+2 (d) T+3 
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図 3.9 （a）各地点における 20年平均の 7日間移動平均気温の時系列（太実線）。薄い桃色の陰影は 20年間の最小値から最大値の範囲、濃い桃色の

陰影は 25パーセンタイル値から 75パーセンタイル値の範囲を示す。細い破線は限界温度 Tcである。（b）移植日を 5月 26日とした場合の現在お

よび気温上昇ケースの穂ばらみ期の中日。エラーバーの右端は 20年間の最遅日、ボックスの右端は 75パーセンタイル値、十字マークは 50パー

センタイル値、ボックス左端は 25パーセンタイル値、エラーバー左端は最早日で、円マークは平均値を示す。 

旭川 

(a-1) (a-2) (a-3) (a-4) 

(a-5) 

(b-5) 

(a-6) 

(b-6) 

(a-7) 

(b-7) 

(b-1) (b-2) (b-3) (b-4) 

岩見沢 今金 北斗 

三石 池田 北見 
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図 3.10 穂ばらみ期の気温の 20年平均値と穂ばらみ期の気温の経年変動幅、およびクラス番号の

分布。移植日は 5月 26日である。（a）T+0ケースの穂ばらみ期の気温の 20年平均値（T）。（b）

T+2 ケース、（c）T+5 ケースにおける、穂ばらみ期の 20 年平均気温の上昇度（ΔT ）。（d）T+0

ケースにおける穂ばらみ期の気温の経年変動幅（Dm）。（e）T+2 ケース、（f）T+5 ケースの穂ば

らみ期の気温の経年変動幅（Dm’）。（g）T+2ケース、（h）T+5ケースのクラス番号。20年間すべ

てについて移植日から150日以内に穂ばらみ期の開始と終了が定義された地域のみを考慮し

た。 

 

(b) ΔT—T+2ケース (a) T—T+0ケース 

(f) 'D m —T+5 ケース 

（°C） （°C） 

（°C） 

(c) ΔT—T+5 ケース 

(g) クラス—T+2ケース (h) クラス—T+5ケース 

(e) 'D m —T+2ケース (d) mD —T+0ケース 
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第 4章 

 

結論 

 

本研究の着目点は、第 1 章で述べた通り、（1）寒冷地である北海道の各地域のコメ収量変動を

汎用的な作物モデルで評価することができるのか、（2）温暖化に伴い、北海道のイネの冷害リスク

はどのように変化するのか、の 2点であった。第 2章では、世界を対象とした作物生産性評価に用

いられる GAEZモデルを改良し、比較的簡易な改良と汎用的なパラメータにより、北海道の冷害を

含めたイネの観測収量変動を再現可能であることを示した。第 1の着目点に対する回答は、「評価

できる」となる。第 3章では、温暖化を想定した気温上昇に伴うイネの障害不稔の発生しうる幅につ

いて評価し、平均的には不稔は軽減するが、不稔の極大値が増大しうることを示した。第 2 の着目

点に対する回答は、「平均的には冷害による不稔は軽減するが、不稔の程度の幅は拡大する可能

性がある」ということになる。汎用的なモデルで比較的容易なパラメータ設定により北海道のコメ収

量変動が再現可能となったこと、および冷害による不稔の平均的傾向だけでなく発生しうる幅を評

価したことは、今後の気候変動下の収量変動予測に応用でき、その結果は栽培地域の選定や適

応策（新たな品種を導入した場合の評価）に資すると期待できる。また、本研究の手法を北海道以

外の地域へ応用することも期待できるだろう。以下では、北海道における将来の収量変動予測へ

の適用、他地域の評価への応用に際し、考慮しておきたい事項について述べる。 

まず、北海道の気候変動下の収量変動予測を行うためには、GCM による気候変動予測を用い

ることが求められる。北海道のコメの収量変動は冷害の影響を大きく受けることから、特に第 3 章で

行った不稔率の推定を、GCMの気候変動予測に基づいて実施することで将来の収量変動予測を

精緻化することができる。第 3 章では気温を時間一様に上昇させて解析を行ったが、温暖化により

各季節の気温が一様に上昇するとは考えにくい。下野（2008）は過去 70 年（1937～2006 年）の気

温の変動から、北日本では年平均気温は上昇したが 7・8月の気温に増加傾向はみられないことを

示し、仮に春（5・6 月）のみ温暖化し夏（7・8 月）は昇温しないと仮定した場合、冷害危険度が増加

することを指摘した。本研究の結果では、北海道では 5℃温暖化した場合でも穂ばらみ期は概ね 7

月に属することが分かった（図 3.7）。下野（2008）のように春のみ温暖化した場合を考えると、生育
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が早期化するため、穂ばらみ期の時期は本研究のように全季節について一様に気温を上昇させ

た場合と大きくは変化しないと想定される。一方、穂ばらみ期の属する 7 月の気温は現在から上昇

していないため、不稔率は本研究の結果より悪化すると考えられる。これとは逆に、春は温暖化せ

ず、夏のみ昇温する場合は生育の早期化度合いは小さくなり、穂ばらみ期の気温は現在より高く

なるため不稔率は本研究の結果より小さくなると想定される。Endo（2012）は複数のGCMの気候予

測情報を用いて 2081年～2100年の日本付近の海面気圧（Sea level Pressure; SLP）とやませの頻

度について解析した。現在の SLP とやませを比較的良く再現する 9 つの GCM の予測によれば、

オホーツク海付近の SLP は現在と比較し 6 月は負、7 月は正の偏差となる傾向がみられた（Endo, 

2012）。オホーツク海高気圧の卓越が北海道の冷夏と密接に関連することを考慮すると、将来の 6

月は昇温傾向、7 月は 6 月ほど昇温しない可能性が考えられる。この場合、「春は昇温、夏は昇温

しない」という仮定に近いため、障害型冷害による不稔率は本研究の結果より高くなる可能性が想

定される。気候予測は不確実性が大きいため、不稔率の予測の精緻化のためには、Endo（2012）

のように複数の気候予測情報を用いて、不稔率の不確実性の幅を示すことが重要であると考えら

れる。 

また、第 1 章で、北海道の夏の気象はオホーツク海高気圧と太平洋高気圧の卓越により冷夏と

暑夏が出現し、それがコメの作況と関連することを述べた。このため、将来オホーツク海高気圧と太

平洋高気圧の強弱がどうなるかについて、より精緻な解析が求められるだろう。オホーツク海高気

圧と太平洋高気圧の強弱は、大規模な大気・海洋変動に起因する。フィリピン付近の対流エネル

ギーはロスビー波による対流圏下層の南西風によって北日本周辺まで伝播するが、伝播が強い夏

は太平洋高気圧が強まり暑夏となり、弱い夏はオホーツク海高気圧が出現して冷夏になりやすいと

いう（日本農業気象学会北海道支部, 2012）。さらに、熱帯（熱帯西部太平洋域）の対流活動の変

動は、エルニーニョ・ラニーニャ現象と関わりがある。エルニーニョ時は熱帯アジア域の海水温が平

年より低くなり、日本では冷夏になりやすい（日本農業気象学会北海道支部, 2012）。以上のことか

ら、北海道の冷夏・暑夏に影響するオホーツク海高気圧・太平洋高気圧の強弱の予測のためには、

全球スケールの大気・海洋現象の解析が求められる。GCM を用いた全球スケールの大気海洋変

動の解析が、北海道の冷夏・暑夏や、冷害評価にとって有効であると考えられる。さらに、第 1章で

はオホーツク海高気圧が E型、R型、N型の 3つに分類され、特にN型のときに非常に低温となる

ことを述べた。これらの型は地上気圧だけでは判断できないため、上層（500hPa 付近）の気圧配置
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を含めた解析ができれば、強い低温の頻度や時期がどのように変化するのかについても評価する

ことができるかもしれない。 

次に、北海道以外の地域への応用を含めて考えたときの課題について述べる 1。第 2章では、イ

ネの出穂日を簡易有効積算気温により推定した。また、第 3 章では、気温を説明変数とする発育

指数（DVI）の式からイネの生育ステージ（幼穂形成、出穂、低温に脆弱な期間）を予測した。北海

道のイネ品種は感温性が高く、気温のみからほぼ生育ステージを推定することができる。しかし、

東北以南の品種は日長反応性を持つため、気温の他に日長を考慮する必要がある。日長反応性

は品種により異なり、一般に低緯度地域の品種ほど大きい。日本各地の品種について、気温と日

長を考慮した DVI の推定式と不稔率の推定式、およびそれらのパラメータを入手できれば、本研

究の手法を北海道以外の地域の評価へ応用することができると考えられる。特に、北海道と同様

に冷害が深刻な東北地方の冷害評価への適用が期待できるだろう。 

第 2 章において、改良した GAEZ モデルを将来予測へ適用する場合の課題として高温障害の

考慮、CO2施肥効果の考慮、灌漑地域における水ストレスの検討に言及した。CO2施肥効果や水

ストレスの検討は北海道に限らず、あらゆる地域へGAEZモデルを適用する際に必要になると考え

られる。高温障害については、現在の北海道では懸念する必要はほとんどないが、九州など西日

本ではすでに被害が現れはじめている。西日本地域へ GAEZ モデルを適用するためには、高温

障害の論理を追加する必要がある。北海道については、丹野（2012）が 2030 年代の高温による障

害不稔および登熟期の高温による白未熟粒発生に伴う品質低下について考察している。丹野

（2012）によれば、明確な高温障害（高温による不稔）が生じるのは開花期の気温が 35℃前後であ

るが（松井, 2009）、江差や北斗、深川、旭川での解析から 2030年代に 35℃以上の気温が発生す

る危険性は極めて低いとのことである。また、コメの検査等級が低下するまで白未熟粒の発生率が

高くなるのは出穂後 20日間の平均気温が 26～27℃を超える場合であるが、2030年代の北海道の

平均的気象条件においてその危険性は低い（丹野, 2012）。しかし、Nemoto et al.（2012）によると、

北海道の主要稲作地域である岩見沢では 2030年～2050年には極めて確率は低いが高温不稔、

高温による品質低下のリスクが現れるようになり、2081 年～2100 年にはそのリスクが高まる。このこ

とから、北海道についても今後 100 年程度の長期のコメ収量予測を行う場合は、高温不稔および

                                                        
1
 世界各地への適用については、DVIなどに関するパラメータの入手が日本と比べて難しいと想

定されるため、ここでは日本国内の地域を想定する。 



70 

 

高温による品質低下を考慮する必要があるだろう。 

西日本では、冷害よりも高温障害への懸念が大きい。上述の通り、高温障害は開花期や出穂期

を基準とした特定の期間の気温により推定することができる。各品種の高温に対する耐性をパラメ

ータ化する必要はあるが、それができれば、第 3 章で行った冷害による不稔の幅と同様の手法で

高温による不稔の幅について評価することができ、西日本のコメの収量変動予測を精緻化すること

ができると考えられる。 

高温障害のほか、温暖化によりリスクの増加が懸念されるのが病虫害である。丹野（2012）は、

2030 年代について北海道では現在より春季の気温が上昇することにより、いもち病の初発が早ま

ると言及している。また、いもち病の発生適温は 20～25℃で、日照不足による稲体の軟弱化、降雨

によるいもち病菌の発芽・侵入に必要な水滴の供給がその発生を助長する（大畑, 1989）とのことで

あるが、2030 年代には夏季の気温上昇とともに日射量の減少や降雨量の増加が見込まれることか

ら、いもち病の発生増加は避けられないと指摘している（丹野, 2012）。このため、北海道を含めた

各地域の収量変動予測の精緻化のためには、病虫害を考慮する余地がある。GAEZ モデルでは

農業気象制約の中で植付可能期間の長さをもとに病虫害発生のリスクを考慮しているが、この論

理が実際の観測（現在気候において病虫害の被害が発生している地域における収量統計値など）

をどれだけ再現するのかを検証し、必要であれば論理を改良することが求められる。 

さらに、温暖化すると台風の総数は減少するが、強い台風の数は増加するという予測がある（杉, 

2008）。Masutomi et al.（2012）は、損傷度曲線（fragility curves; FCs）と呼ばれる外力と損傷確率の

関係を示す関数を用いて、熱帯低気圧による水稲の被害面積を評価する手法を提案した。このよ

うな手法を作物モデルに取り込めば、台風のような極端現象を考慮した収量予測が可能となると想

定される。 

以上のように、本研究の手法・結果を北海道やその他の地域の将来気候下の収量変動予測に

応用するためには、考慮すべき事項がいくつかある。特に、北海道の予測については GCM の気

候変動予測の利用、西日本地域への適用についてはさらに日長と高温障害を考慮することが求

められるだろう。それでも、本研究で汎用モデルの北海道への適用を試み実現したこと、気温の経

年変動幅を考慮し冷害による不稔の程度の幅を評価したことは、今後、収量変動予測をより精緻

化するための第一歩になったと考える。 
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